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小論は、常磐地方における諸炭砿の労資関係を、飯場制度の成立、展開、消滅の過程の分析を通じて解明しよう
とするものである。すでにわたくしは、高島炭坑における納屋制度の個別的分析を通じて、納屋制度の典型といわ
れるものの構造とその盛衰を明らかにし、わが国の炭砿における労資関係、あるいは賃労働諸関係の実態の一端を
示した。しかし、高島炭坑における納屋制度は、炭坑における労資関係の典型的な発現形態であったとしても、離
島というきわめて特殊な条件のもとに存在していたのであって、それによってわが国の納屋制度の全体像、炭砿に
おける労資関係の全体構造をそのままおしはかることはできない。
そこでわたくしは、わが国の炭砿における労資関係あるいは賃労働諸関係をより具体的かつ一般的に把握するた
めに、さしあたり、常磐地方における飯場制度の分析を行いたいと考える。常磐地方における飯場制度は、小論の
分析によってわかるように、九州における納屋制度と本質的に同一であり、その変型であるが、それはまた、主に
大正期の炭砿における労資関係を典型的に示す点で注目される。
小論の分析方法は、高島炭坑の場合と違って、一つの個別炭砿の分析ではなく、不十分ながら個別の分析を含糸
、
１
つつ、常磐地方の諸炭砿の分析となっている。そうした方法がとられたＦ理由は、個別炭砿の飯場制度に関する系統
的な資料がないため個別炭砿の集中的分析が不可能であったためである。しかし不十分な個別炭砿の資料をつなぎ
。
、
、
．
、
、
合せれば？常磐地方の飯場制度の全体像をうかがう》」とも可能であろう。しかも、常磐地方の飯場制度の存立が、
、
、
、
Ｂ
すぐれて常磐地方の石炭業の発展と常磐地方の地域労働市場の構造に依存しているとすれば、常磐地方の地域的視
は
し
が
ぎ
117常磐地方における飯場制度の成す過程
第
一
節
常
磐
地
方
に
お
け
る
近
代
的
石
炭
業
の
確
立
⑩
維
新
前
後
の
常
磐
地
方
に
お
け
る
石
炭
業
③汗幕末における常磐地方の石炭業
木下悦二『日本の石炭鉱業』は、常磐地方の石炭業の発展過程について次のように簡潔に特徴づけている。、
「常磐における近代的経営は明治一六年の磐城炭鉱会社にはじまる。それ以前の採炭は全く狸掘の域を出なかっ
た。磐城炭鉱は、西南戦争によって九州炭の廻送がとまり、東京市場が極端な石炭不足に陥った経験を通じ宝当
時の東京第一の石炭商浅野総一郎が渋沢栄一と語らい小野田炭鉱を買収して設立したものであった。二○年には小
野田Ⅱ小名浜間の軽便鉄道が開道した。二二年にはこの地方はじめての斜坑を開坑して、蒸気機関を設け、機械捲
場、機械排水を行なった。一一八年には一一二○尺の小野田竪坑が完成した。そして常磐線開通（明治三○年）の頃か
ら三○年代を通じて入山、内郷、茨城無煙、好間、三塁などの諸炭鉱が続々開坑され、運搬の機械化、長壁式採炭
（１） 
法の採用しすす糸、常磐における資本制炭鉱経営の確立が家られたのである」。
角からの分析は大いに有益であろう。
一般に炭砿史の資料は労務関係では特に乏しい。その理由は、朝鮮人鉱夫の虐待を典型とする鉱夫使役のあまり
の非人間的、惨酷性を、関係者が、敗戦と同時に、人民とＧＨＱの目から陰弊するために、資料を歴史上から消
却してしまったためである。更に常磐地方のように非大財閥系炭砿で離合集散の著しかった場合は、｜系統的な資料
の保存は皆無である。本稿は、資料的不足をかえり染ず、あえて、従来殆んど解明されることがなかった常磐地方
における飯場制度の実態を、明らかにして承ようとするものである。
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本稿の研究対象である常磐地方におけるいわゆる「飯場制度」は、まさにそのような資本制炭砿経営の確立過程
に形成され並及したのであるが、ここでは「常磐地方における飯場制度の成立過程」を分析する前提として、近代
的な炭砿経営の成立以前の常磐地方における石炭業の経営形態と労働力の存在形態とを若干分析し、そこにはまだ
いわゆる「飯場制度」らしきものが存在していなかったことを示しておきたい。
茨城県多賀郡と福島県の石城、双葉両郡にまたがって分布している常磐炭田において、商品生産に基ずく石炭業
が生成しててくるのはｐ安政年間のことである。従って、北九州を中心とする西日本の石炭業が、商品生産に基づ
（２） 
く産業として成立した時期が「徳川中期、一兀縁享保の頃（一七○○年頃）とされている」のと較べて、常磐の石炭
業は著しく開発が遅れていることがわかる。常磐地方の石炭業の生成が著しく遅れた主要な原因は、常磐地方の周
（３） 
辺に石炭需要が存在していなかったということである。九州とくに「福岡藩は由来林産に恵まれなかった」ので、
早くから薪の代用として石炭が使用され、商品化されていたが、常磐地方では、一七世紀にすでに石炭が石城郡内
（４） 
に存在することが知られていたにもかかわらず、「山林も豊富で薪材にも不自由しなかった」ので、一般に「家庭
（５） 
であの臭い石炭を好んで使おうとはしなかった」からである。
北九州の石炭業を産業として成立させたのは、いうまでもなく文化。文政年間に九州、四国、中国の製塩浜で石
（６） 
炭焚が普及したためである。これに対して常磐地方においては、関東周辺の製塩業が不振であったため、製塩用の
焚料として常磐炭への需要が殆んど生じなかったのである。たまたま行徳浜で常磐炭が試用されたこともあるが、
（７） 
成功しなかったようである。常磐炭への製塩用の需要が起こらなかったことは、徳川後期における常磐地方の石炭
業の生成をはばむ基本的な要因であった。
かくして常磐地方における石炭業は、ようやく主として開港前後に生じてくる蒸気船からの需要を媒介してわず
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かながら生成してくるにすぎない。
常磐地方の石炭業の端緒として注目されるのは、笠間藩の材木商であった片寄平蔵による湯長谷藩領白水村での
採炭である。片寄は、石炭が蒸気船の燃料となるのを知り、安政二年に白水村で炭層を発見し、白水村正の大越甚
六を介して藩に採炭を出願し、安政四年より石炭業の経営をはじめた。翌年には、幕府の石炭御用達となり、安政
六年には、これまで材木商明石屋に石炭の販売を委ねていたものを、目から外国奉行に願出て、横浜で外国船向け
（８） 
の石炭商を営承、手広く石炭業を経営している。しかし万廷元年に没し、以後彼の経営は中断してしまう。
時を同じくして片寄と同様に石炭業を起こしたのは加納作次郎である。彼は湯長谷藩内の御用達であり酒造業を
（９） 
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そのほか磐前村の地主であり造酒屋の豪農である大平左平太も新興の加納屋と対立しつつ、安政七年に開港後の
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（聰）
村の大越甚六が、好間村では大平万次郎、本田弥曽次が開業したといわれている、一方茨城側でも、神永喜八が手
（Ⅲ） 
広く石炭業を起こしている。
しかし、主として蒸気船用の燃料としてしか用途のない常磐の石炭業は、市場の狭陰さと、なにより山元から江
（Ｍ） 
名中ノ作、小名浜等の港への搬出が困難でコスト高となったため、北九州に染られたほどの注目すべき発展を－赤さ
片寄平蔵、加納家の炭坑経営は、かなり大きなものであったと云われているが、今それを明らかにする資料はな
い。ただし片寄が「地方駄馬少きにより自ら牛馬各百頭を買い求め、之を近村農家に貸し与え之をして日為駄送せ
（聰）
しむ」という会田敏の指摘から察すると、一応資本主義的な小企業を営んでいたことが推測される。すなわち片寄
しかし、
名中ノ作、
なかった。
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第１表大平左平太の出炭通
出炭トン出炭俵
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(1866） 
3.271 １
１
２
３
１
１
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延
久
治
応
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768.3 12.806 
845.7 14.095 
1574,3 26.238 
137.2 2.326 
56.1 935 
290.1 4.836 
注『福島県史』８巻378頁の大平家の「石炭掴出調」より作成 の炭坑経営の規模は、白水の山元から江名中ノ作まで三里の厳しい山道を一日
二○○頭近くの牛馬で運びうるほどの生産力だったことがわかる。牛馬は一頭
．（応）
一六賃の石炭を一一俵乗せて、三里の険しい道程を一日一往復くらいしかできな
かったであろうから、機械的に推計して染ると、日産四○○俵（約一一四卜ご
位の生産力となる・一時はこれに近い経営が行われたとも思われる。（〃）
年産一四万四○○○俵（約八六○○トン）となり、日稼働の労働者数約三○人
片寄平蔵の没後の加納家の場合も、作次郎の代にはふるわなかったが「作平
謎父に代りて採堀するや、文久二年頃より市便漸く騰貴し、多少の利潤を得た
るの糸ならず、前途益有望の事業となりたれば、業務凡て拡張の方針を取りた
（畑）
（旧）
り」といわれているが、経営規模は、平蔵の場合に近かったと思われる。
片寄、加納ら特権的商人とは別に「名主、組頭を勤める村方の地主、造酒屋
（釦）
が石炭採掘を行っている」が、その一人である大平左平太は、安政七年に江一戸
の商人の要請をうけて、野木作次郎と共同の採掘にあたったが、その出炭高は
第一表のとおりである。
万廷元年は一一一、一一七一俵で、文久三年には二六、二一一一八俵とピークをなし、
その後衰退している。これを第二表で月別の推移をふると、文久年間には出炭
が連続的であるのに、万廷元年は二’一一一ケ月しか営業しておらす、元治元年も
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第２表大平家の年間出炭高の内訳と日産出炭高及び日稼働人員の推計
E1座トソ｜日塚l勤人層
題１１９６
１
４
 
Ｆ
Ｌ
 5ＦＩ１５Ｂ－２４ｕｌ上
８日－７Ｆ１３０日Ｉ1.855
８月２日－８日’９０４
ＲＨ９Ｂ－２９Ｅ 
Dp1B-30Bl２.ＯＢＣ 
、月ｌＢ－１２ＦＩ２６上
306１７６F 
【ｌｆｌｌ［
5.9目
g－ＯｌIUE =I４Ｂ－３０Ｂｌ３．４６９１２０８ 
DＩＣ ４月１６Ｂ－６ＦＩ３０Ｅ
３月３０日－７月３０日11.168.51７Ｃ
ｎ 
ｕ ３月１日－３０日’４８３１配
ＢＨ１Ｈ－－３ＵＵｌ４２８ 
ＤＨ１Ｒ－１１ＦＩ３０ＢＩＬＥ 
095１８ 
ヨー８月２０日１１９．６０６１１１７６
dＲ－３Ｈ１４ＢＩ２４８８l１４Ｅ 
ＲＦＩ２２Ｂ－９目２７田
DＩＣ 】ＨｌＵｔ
rは前出の基寧により，ユロ後光１．５トンの生産刀とした
臓川時代の水箪〔『明治工業史』鉱山篇74頁〕坑が浅い‘
正。１．日塚１画人曰@
で後山１人とした｡）２.日産は機械的に日数で除した，したがって実働日数より多くなっているの
で，日稼人員は若干少なく評価されているかも知れない。
記録された数字一 ｜トン｜日産トン 稼働 員
万廷元年（1860）２月－３月’3,271鰻'196.21 ３． 4１ ４．５ 
文久元年６月15日-24日
６月15日－７月13日
７月18 月30日
日－８日
８月 日-29日
９月１日 日
10 １日-12月26日
７ １ ６ 
９８４２０６ ９５０３８１ １８９４０７ ９『１功０９● ２２２ ７．７５７９１８ ●●●●●０■ ３４８７６４１ １ 鶴．１●●■●●●● ７１ ３３ １ １ １ １ ４５４ ５４２ １１ ２ ６ １ ２３ ２４４ ５６１０９５２ １１ 
計112,806 768.31 
二年１月２日-30日
２月１日-29日
３月４日-30日
４月２日-15日
16日－６月30日
６ 30 30
８月１日-30日
８月１日--30日
９月１日一11月30日
12月１日-28日
５ ７２９４７・３５６０Ａ冠Ｅｕ行、ハロ１△ＲＵＱＵｐＵヴ０⑥色⑥。⑨』川詮刈詮⑤０Ｒｕ一八℃ロ色ロ）の色１上豐八五００リリ３３ １２ ０ １ ８１１００１９７５２ ●ｃｃ●。ＣＤ●●●、、肥妬⑲扣躯溺浬調２２ １１ ２６ ６２ １９ ７９ ０ １ ３ ３１１１６ Ｉ ●■●●●■●の●●０６８２０２００１４ 
計 14,095 845.7 
三年１月2日－８月20
１月14日－３月14日
８月22日-9月27日
12月24日-2月24日
19.606 
2.488 
3.152 
933 ３２１９ ●Ｇ●ｑ ６９９５ ７４８５ １１１ １ ２６４９ ■●●● ４２５０ ６４２２ ●●●● ５３７１ 
計 26.238.5 1574.3 
元治元年２月20日－５月30日
９月16日-12月29日
計
950 
1,337 
2,287 く，’’’●●● 印加”１ 0.5 0.8 １１ 
慶応元年１月2日-12月 935 56.1 0.2 
|函『す蕾…iii1癖霞繕誉|雨;i燕Ｒ１ｉ１；
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時・庄司再罫剛崗画怠
六、七、八月は休業している。こうしてふると、大平左平太の炭坑経営は、文久年間にのゑ継続的に営まれただけで
あとは断片的であったということがわかる。たとえば大平左平太は、明治五年の「石炭堀出御届書」において、か
（別）
って「石炭堀出願誓二付元瑁酋長谷役所願之上堀出仕候共其阿は直安二而引合二不相申一一付中》岬位侯」と記している
とおり、けして経営的によくなかったのである。
次にこの大平家の炭坑経営における労働者数を糸てふるよう、元治元年の大平家の「掘犀法」控によると、第一一一
表のとおり、日産一一一Ｔ四俵である。これは○・七’八トンである。徳川期の坑の浅さから算出した坑夫の一日平
（鋼）
均出炭高は一・五トンといわれているから、大平家の坑が浅く、後山一人で後先二人の坑夫で日産一・五トン位であ（別）
るとすれば、一日一三’四俵の出炭は丁度一人の坑夫で採炭し運搬するに等しい。「掘賃払」控には留七一人の名
前がでているので、採炭は留七一人によって行われ、その掘賃が第一一一表のものであるようである。｜坑夫日産一一一一
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123常磐地方における飯場制度の成立過程 ’一四俵の出炭率を基に今度は文久年間の一日労働者の稼働数を推計したものが第二表である。
日稼働人員をふてわかるように、各月の労働者数はアンバランスであり、安定した経営ではなかったことがわか
る。また農閑期の労働力増が目立ち、一人、二人、恒常的な坑夫がいたことが推測されるが、その他は、水呑百姓
や日雇稼ではなかったかと思われる。そして経営形態としては、最盛期には五’一○人くらいの初期百一１ファク
チュァー形態をとることもあったように思われる。
以上のように常盤地方における石炭業は、二、三の小企業が経営を行っていたにすぎず、そこには、労働市場も
成立せず、坑夫は、村内、近村の日雇や百姓で充分であった。もちろんこうした状況においては資本制的炭砿に随
伴した飯場制度など存在する必要は全くなかったのである。
注（１）木下悦二『日本の石炭鉱業』、一八’九頁。
尚木下氏は明治三○年代に長壁式採炭法が進んだかのようにいっているがそれは後に象るようにむしろごく一部であっ
て正確な表現ではない、
（２）同上、一頁。
（３）柑垣元吉「九州石炭史の研究」『史洲』五○号、一○七頁。
（４）岡田武雄、山野好恭共編『常磐炭砿誌』（大正五年）、一八頁。
（５）清宮一郎『常磐炭田史』（昭和三○年〉、五頁。
（６）河手電雄『日本塩業史』、二五一一Ｔ四頁を参照。
（７）岡田・山野『常磐炭砿誌』、一一一一’二頁参照。尚、行徳で石炭焚が行われるようになったのは明治二四、五年頃からで
ある。揖西光速『下総行徳監業史』（アチックミューゼァム蕊報第四九）一四一頁以下参照
（８）片寄平蔵については、会田敏『片寄平蔵氏伝（附炭山概況臣（明治三五年）、鈴木光四郎『片寄平蔵』、岡田・山野
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②明治初期の常磐地方の石炭業
明治維新を画期として、明治初期の石炭需要は、蒸気船の増大、鉄道敷設、工場の蒸気機関化等によるの近代的
市場の拡大によって、飛躍的に増大してくる。常磐地方においても、そうした市況を背景に、一方ではかって石炭
｜『常磐炭砿誌』一九－二一頁、等参照。
（９）加納作次郎については、岡田・山野『常磐炭鉱誌」、二一’一一二頁参照。
（、）大平左平太については、「磐崎村の変遷と現状」、早大『社会科学討究』八の二・一一「一一一二七’一一一○頁参照・
（ｕ）『福島県史』狙巻、第三編第二章石炭業、九二二頁参照。
（辺）清宮『常磐炭田史』、二四頁。
（咽）神永喜八については、岡田『常磐炭砿誌』、三一’七頁参照。
、）この点は、常磐線が敷設されるまでの常磐炭の基本的陰路であるが、後にふれる。
Ｂ
）
会
田
『
片
寄
平
蔵
氏
伝
曉
八
頁
。
（肥）禰宮『常磐炭田史』、一九頁。
行
）
推
計
方
法
は
後
記
す
る
。
（胆）岡田『常磐炭砿誌』、二四’五頁。
、）因みに、清宮一郎は「加納の家は相当の大百姓をやっていたのでその作男二十余人を動員して、頻りに白水附近の露
頭を掘らせた」と指摘している。前掲櫓、一一六頁。
（幻）前掲論文「磐前村の変遷」、三二九頁。
（虹）『福島県史』８巻、三七八頁。
（理）同上、三七三頁。
弱）『明治工業史』鉱山筋、七四頁参照。
（型）『福島県史』８巻、三七三頁。
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第４表加納家の石炭販売戯
llRi-｣且Eiir塗Ｌ
瀬毎月3,000俵１０．０００ :軋瀧 7.000 5.000 
業を営んだことのある地元の商人、地主等が営業を復擢配至は拡大させ、他方では地元及
び東京方面の商人等が新たに石炭業を起業し、活発に採掘を行った。
たとえば、文久年間以来、石炭経営にとりくんでいた加納作平蝿明治元年七月に「大
総督府小名浜石炭取締局より石炭御用達」、同二年九月には「兵部省より石炭御用達」を
命ぜられ、「巨額の石炭を納め」、明治一一一年一○月には「鉄道御用連なる高島嘉永右衛門氏
（２） 
へ一九渡の特約を結び劔浜より積出」を行っている。そして「近頃償額追交騰貴して一俵濱
（３） 
渡し銀十匁以上に達し、利益少なからざりければ、請うて俵益を一匁に増額せり」という。
（４） 
成こうして明治四年二月には「宮村仁一坑を開き、坑ロ総て十五ヶ虚の多数に及び」、第四
作幼表に示した如き石炭販売高を記録している。この数字を事実とすれば八加納作平は明治四
痕年末に九、○○○トン、同五年中頃には一七、○○○トンの石炭を販売していたことになる。
鈩当時の加納家の炭坑の規模も、狸掘りながらかなり大規模になっていたようで、『炭業
２
 
翻要録』によれば、「坑は総て傾斜なき横坑にして中央に親柱を造り、親坑の左右に支道掘
炭り、支道より更に支道を穿ら殆んど碁盤割の状に坑道を造り、多数の坑夫を同時に採掘し
耀得せしむ」、更に「現今親坑の延長百五十余間、支坑の数八十余にして其最長は百二十余
ｒ
 
（５） 
噸間仁及くり」とあるほどのものであった。確かに年産一七、○○○トンの出炭を行うには、
・こうした比較的大規模な横坑を必要としたであろうことは疑いない、そして「諸坑を合せ
田
（６） 
岡て一千頭の駄馬で」石炭の運搬を行ったといわれている。
加納家の炭坑で何人くらいの労働者が働いていたかについては、今それを示す資料がな
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（７） 
いが、年間の出炭一局から推計すれば約六○人くらいだったと考えられる。
しかし加納作平は、明治五年の廃藩腫県の後、加納家の中心的な炭坑のある不動沢坑区を後藤猛太郎（象二郎の
（８） 
長子）に譲り、同一一二年に復び借区して営業しているが、その後の経営は思わしくなく廃業し、改めて明治廿八年
に近代的な炭坑を開業するに至っている。
このほか神永喜八も茨城側で活発な経営を行っている。たとえば明治五年には年間四万五、○一六俵（二、七○
（９） 
○トン）の石炭を販売しており、［口々十数人の労働者が稼働していたと思われる。
そのほか、維新直後の石炭ブームに目をつけて、日本坑法に基づいて数年間の間に十数人が借区を申請し開坑し
（⑪） 
いる。しかし実際に経営として注目すべきｊ⑥のは、鉱区の一一一六％を借区し出炭の七・八一一一％を占めている後藤猛太
郎の経営の承で、彼は、加納作平の経営をひき継いだ後の常磐地方の主要な炭坑経営者にほかならなかった。しか
し後藤の経営は、実は地元の大越甚六、加納作平、東京の商人河野庄七の三名による下譜諜炭であり、後藤は商人
（ｕ） 
資本家として、山一工の採炭業者の一一一人より、時価に応じて山元で石炭を買取るとい経営方式であった。ここに筑豊
地方に染られた山元採炭業の問屋・商業資本への包摂と同様の傾向がよみとれる。
このほかの業者は、採炭高も少なく、継続的な経営を行ったとは思われない。
以上のように、明治初期の常磐地方における石炭業の動向を染たが、それは本質的にゑて、維新前の経営とほと
んど違っていないことがわかる。それは、結局、常磐地方での採炭業は、経営として充分に成りたちえなかった、
とこいうとであり、常磐地方の石炭業にとっての陰路は、明治維新以後も克服することができなかったということ
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
その溢路とは、
石炭の運送条件がわるく、運送コストが高くなり、競争力に乏しかったということである。
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すでに指摘したように、山元から江名中ノ作、小名浜等への石炭搬出は、三里の険しい山を牛馬で搬ばればなら
ず、港の船積条件も著しく悪かった。当時小名浜での港湾設備は悪く、石炭の積荷状況は、「屈強なる男が海中に
（吃）
乳下まで没して艀まで一俵づ人を肩に荷へ五十人一団が交代に一般に百俵を積んで沖合碇泊の本船に移載する」と
いう面倒なものであった。しかも「五六千俵を積込んだ本船も、風波の悪き場合には勿論航海を見合して、幾日か
第５表明治初期の常磐炭の価格職成
（１俵16賛）
川
畑
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□
月
田
【
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河
迄
P-U 
注薗部政治『常磐炭砿誌』16,17頁より作成。％の場合
は平均値をとった。
第６表筑前炭の原価栂成（明治４年）
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》風波の悪き場合には勿論航海を見合して、幾日か
（皿）
・
を
沖
合
に
其
天
候
の
回
復
を
待
つ
」
と
い
う
困
難
もあった。
◎
 
儲かくして、常磐炭の価格は、第五表のと
幼おり、きわめて運搬費の比重が大きく販売
麺価格の四五％、利益率２一倍にも達してい
姉る。因みに筑豊では第六表にみられるよう
軸に、川艦運賃は販売価格の九・一一一％、利益
雄率の一一分の一である。このように常磐炭は
石
録
木
炭
価
が
低
落
す
れ
ば
直
ち
に
経
営
が
赤
字
と
な
り
、
記
日
“郭利潤率が低く、経営が不安定であった。
港藝、この点について炭莱要録は廃藩圃県以前
入峠に峰駄馬の供給、縄菰等の供出など領主
注
の保護策を得て特権的に行っていた加納の
炭坑経営にとって「廃藩極県の後は原より
小名浜渡し売値 17銭-18銭 100.0 
内訳採掘賃
後山徹出賃
菰網代
山元一小名浜の運賃
粗利益
厘β８ 銭１ 
８０６ 巳●●１８５ ←４ ２５２７４ ●■■の●０４０５９ １ １４２ 
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更
に
明
治
一
○
年
の
磐
前
県
の
あ
る
資
料
は
「
石
炭
は
管
内
諸
郡
よ
り
出
ず
、
就
中
磐
前
郡
白
水
村
及
近
傍
四
五
村
に
出
る
最
も
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
多
し
と
為
す
。
然
れ
共
、
旧
法
只
人
力
を
費
や
し
、
器
械
を
用
ゐ
ざ
る
が
故
に
拡
大
の
賃
、
運
輸
の
饗
も
亦
多
く
、
其
利
甚
薄
く
、
是
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
を以て出礦に盛大を云難し、出礦の盛大ならざる元資金の乏しく、鑿つに器械を用ゐるの力なく、運輸只駄送に止
どまり、便を得ざるが故なり、今天資を充分にし、盤つに良器を以てし運送車道の便宜を開かば出砿の盛大期し可
（堰）
侯なりし」（傍点引用者）と、極めて本質をついた指摘をしている。
かくして、常磐地方の石炭業は、主に運輸上の陸路のために大消費地を近くもちながらも、遠賀川の川綿運送に
よった筑豊諸炭坑のように、嵐のような成長を糸ることができなかったのである。
し
か
し
、
明
治
一
○
年
の
西
南
の
役
に
よ
る
九
州
炭
の
杜
絶
に
よ
る
炭
価
の
騰
貴
が
生
じ
て
、
常
磐
炭
へ
の
需
要
が
増
大
し
、
浅
野
ら
に
よ
る
東
京
の
大
資
本
が
投
下
さ
れ
、
近
代
的
炭
砿
の
設
立
を
よ
び
起
こ
す
こ
と
に
な
る
が
、
在
来
の
狸
掘
式
の
炭
坑
経
営
は
、
一
方では炭価の安い筑豊炭の進出による競争に圧迫され、他方では、常磐地方での近代的炭砿の進出によって駆逐さ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
勺
斯の如き特典なく、物債騰貴に伴れて駄送料ｊも増加運搬上には非常の困難をなしつつありぎ
たとえば明治一一一一年の『福島県治統計表』によれば、石炭業者は三人しか明記されておらず他の幾人かの業者は
脱落したことが推測される。因象に三人の経営も、加納作平の場合、年間の工業日数が一一一一一一五日、廷労働力が五七
一
人
で
、
常
時
二
人
の
坑
夫
が
働
く
と
い
う
超
零
細
企
業
で
あ
っ
た
。
片
寄
只
野
外
一
名
の
企
業
の
場
合
は
、
年
に
一
三
一
一
日
の
稼
働
で、廷労働力数は五一三人で、常時四人の坑夫による四ヶ月の断続的経営、大越甚六の場合は、二一一一五日の稼働、
（咽）
廷労働力数は一二八五人で常時二人弱の約八ヶ月の経営にすぎない。
れ
て
い
く
の
で
あ
る
。
している。
（Ｍ） 
（傍点列引用者）」と記
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明治初期の常磐地方の中心的存在であった加納作平の場合、「明治十七年初夏以来俄然償額暴落し収支償わず版
（Ⅳ） 
路思わしかざるをもって不動沢を除く外は凡て休業し尋て廃坑或は譲渡」して「没落し、下湯長谷の家屋敷を手離
（喝）
しこの土地をあとにした」といわれている。その代り、彼は、明治二八年の近代的な三星炭砿会社の経営者として
よ糸がえることになる。また大平作平太も「この過程の中で、……金繰りに困り酒株を手離し、田畑を売り、さら
（旧）
に借金のため家財道具の競売を受ける」など、「石炭の値下りによる負債」のため旧家産を失っている。
以上のように明治初期の常磐地方における石炭業では、本質的に以前の経営と変らず、数十人に及ぶ労働者も中
（、）
核的な坑夫は九州地方から移入されたとしてもほとんどは、従来からの炭坑労働の経験者、周辺腱村の日雇、農閑
（皿）
期の農民の労働力で充分であったとい』Ｚよう。
なぜなら、近代的炭砿の場合と違って、初歩的な狸掘的採炭様式の下では、周辺の農民や日雇でも、それほど抵
抗なしに地下労働を行いえたからである。たとえば、当時を回顧したある資料は、「往時は皆横坑の率であったか
（理）
ら、地方の出稼坑夫でも自由に入坑し安心して作業したのであった」と指摘している。
し
た
が
っ
て
、
こ
こ
で
は
経
営
が
不
安
定
の
う
え
近
代
的
大
炭
砿
に
染
ら
れ
る
よ
う
な
周
辺
艇
民
の
地
下
労
働
へ
の
回
避
、
そ
こ
か
らくる炭坑での労働力不足は生じていないのである。こうして、労働力不足を背景にして生じる納屋制度や飯場制
度は、およそ必要がなかったし、事実これらしきものは存在していなかった考えられる。
ただし注目すべき点は、後藤の経営の際に従来の山元の採炭業者が、採炭下請業者化している点である。明治工
（麹）
業史も「明治初年より十六年頃迄は…：．受負人委せの乱掘時代」と指摘している。この「受負人」の下に労働者が（型）
包摂され、その上に資本が位置する時、筑豊でふられるような私の主張する前期納屋制度（隅谷氏のいう棟領制度）
（露）
、
、
、
、
が成立してくる。しかし、まだ後藤は商人資本としての性格が強く、「受負」関係も、実は、採炭下請であって、
130 後藤と山元採炭業者とは石炭の売買関係で結ばれているのであり、前期納屋制度にみられる採炭量に比例して掘賃
が支払われる採炭請負ではない。このようにみてくると、この場合も、納屋制度の萌芽さえもまだみいだすことは
、
ｂ
、
、
できない。むしろ前期納屋制度は、浅野らの近代的な磐城炭鉱の設立のなかで、萠芽してくるのである。岸」点は、
できない。むしろ前期納屋制度は、
次節において検討することになる。
（１）例えば、明治四年、五年に犬
県史』８巻、三七四’七頁参照。
（２）加納家文醤の『炭業要録』：
（３）同上、二五頁。
（４）同上、二五頁。
（
５
）
同
上
、
二
七
－
八
頁
。
（３）同上、二五頁。
（４）同上、二五頁。
（５）同上、二七－八
（６）同上、二八頁。
（７）推進方法は前山
（
８
）
岡
田
・
山
野
惠
（９）同上、三四頁。
（、）人物一鷺表は能
、）『福島県史』岨
⑮）薗部政治『常》
（週）同上、二○頁。
（雌）岡田６山野豆
（焔）明治一○年ヨ
（蛆）明治一三年『一
行）岡田『常磐炭一
推進方法は前出麩醗に従った。
岡田・山野『常磐炭砿誌』、二七頁、
人物一鷺表は庄司吉之助「常磐炭鉱の開坑と発展」を参照。『日本産業史大系』東北地方筋、一一一一一八頁参照。
『福島県史』狙巻、九一一一一一一頁参照。
薗部政治『常磐炭砿誌』（昭和一三年）、二○頁。
岡田６山野『常磐炭砿誌』、二八－九頁。
明治一○年「福島県勧業資金伺番」、庄司「常磐炭鉱の開坑と発展」、前掲密、三二九頁。
明治一一一一年『福島県治統計表』、九六頁。
岡田『常磐炭砿誌』、二七頁
五年に大平左平太、野木作恵、大越甚六、大平左司馬らが石炭採掘願を藩に提出している。『福島
岡田・山野『常磐炭砿誌』、
二五頁
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（翌すでに幕末から明治初期歴へ加納家の炭坑には九州から坑夫を移入したという説が伝えられている。
『日本炭麟行脚』の著者清宮一郎噂大正七年頃の当地の話として、「当時採掘するには此辺の百姓では到底採掘することが
出来なくて坑夫は九州方面から移住させたものである。当時の坑夫等は乱暴で住む場所もなく夜は坑内で寝、昼間は土を
掘って穴を作る。そして魚などが来るとそれを煮ないで生で食う土地の人は称して『土蜘蛛』と」。と記している。一一一六二頁。
（、）明治九年頃の「福島県治一覧概表」は、「農家の約六五・ハーシーソトは零細艇家であるため、秋の収礎後でさえ家族生活
に余裕があるどころか、税金や負俊の返済腱多くとりたてられ、やむなく炭焼きなどの兼業をしたり、人夫、日雇出かせ
ぎをやったりしなければならない。それでも生活は極度に苦しく、病気になっても医者も迎えられずに死を待つの染であ
る」旨を指摘している・・『福島県史』旧巻、一四○頁。このように当時では、常磐地方の僅かな石炭業の労働力需要は容
易に充しえたのである。
（理）「常磐炭田並に入山炭砿裏面史抄」『常磐市に関する史料』第二輯、二二頁。この資料については後に言及する。
釘）『明治工業史』鉱山篇、七○○頁。
（型）隅谷「納屋制度の成立と崩壊」、『思想』四三四号参照。
（溺）この点については拙稿「高島炭坑における納屋制度の成立過」、『商経論集』六号、五九’六○頁、及び六三頁参照。
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一明治一六年、渋沢栄一を取締会長に、浅野総一郎を社長に、大倉喜八郎、益田孝等を取締にすえて、磐城炭砿社
が設立されたことは、常磐地方における石炭業の近代化Ⅲ産業革命の開始をつげるものであった。
それに先立つ明治五年に、後藤象二郎は、内郷の鬼ヶ沢に借区し、プラソス人技師マソスを使って試掘を試承、
（１） 
蒸気捲揚による近代的炭坑の設立準備を行ったようである。その後、明治六年に日本坑法の施行後に、象一一郎の長
危）「磐崎材の変遷」、
（四）同上、三三○頁。
前掲誌、一一一三○頁。
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子猛太郎が拡大な借区を行ってすでに述べたように、三人の採炭業者に下請させて石炭業を経営した。そして、そ
（２） 
の際に「今後西洋式の技術を採用することとし、その方法については関係者で協議すること」が約定されたが、実
現されるに至らなかった。その原因は、結局、常磐地方の石炭が、炭質が低級なうえに輸送事情が悪く炭価が割高
で競争力にとぼしかったためである。
ところが明治一○年に西南戦争が勃発し、「筑豊地方の石炭鉱業は此の戦役の結果鉱夫、人夫、運搬水夫等皆争
って軍夫を志願した為め、筑豊各炭鉱の労働力は極度に不足し、事業は一時に殆ど休止状態に陥り」、一一、三年の
（３） 
間「出炭高は著しく減少し」炭価は暴騰し、関東への石炭の輸送が杜絶陰え、にわかに常磐炭への期待と関心が高主
こうした事情を背景にして、東京の資本による常磐地方での石炭業の開発が行われることになる。磐城炭砿社の
設立を推進し、その社長となった東京の石炭商であった浅野総一郎は、その間の事情を次のように回顧している。
「私がなぜ常磐炭の開発に志ざしたかというと」、「明治十年西南戦争が勃発して、：…・九州から京浜への石炭の
入荷はほとんど杜絶してしまった」という事情を考慮し、「磐城なら東京に近いから供給にも便利であると考えた。
（磐城では）明治十四年に山崎藤太郎氏が小野田炭山を開鉱した。また、岡田、山口、柳内、白水などの諸坑も続
々開坑されるようになったがいずれも狸掘り式で秩序ある採掘をするものではなかった。この機運をゑて私の磐城
炭田経営の決心はいよいよ箪固になり、明治十六年に組合組織の磐城炭砿社を創立することになった」。そして磐
（４） 
城の地一工からは「山崎藤太郎、遠藤致、若松惣重、水野忠治」らが協力し←Ｌと。
同様の事情を背景にして磐城側の事業家の動向について、清宮一郎は次の如く指摘している。加納作平のところ
で働いたこともある平町の山崎藤太郎は、「加納が稼行していた鉱区を譲受けて」明治一四年に小野田炭坑を経営
ったのである。
ｌ３３常磐地方における飯場制度の成立過程
第７表ひ
…方に鱸けるＩ鰯隻：８，に、
（戸⑥）
することにしたが、「その頃の小規模な炭坑経営でｊも相当な資金が要るので狭い田舎で資金繰りをやっていたので
は到底大きくはなれぬ。これは矢張り江戸から大きな資本を引出して来なければ駄目だと考えて」かねてから取引
（〈ロ〉
関係のあった「浅野総一郎に白羽の矢をたて」、「磐城炭に出資して呉れ」と頼んだ、という。丁度西南戦争で石炭
足不に悩んでいた石炭商の浅野は、この申出に応じたというのである。
こうして浅野は、「山崎藤太郎氏所有の小野田炭山を買収、経営する計画で、益田老、須藤時一郎、沼間守一、（句Ｉ）
渋沢栄一、大倉喜八郎、渡辺治衛門の諸氏を組合員に勧誘１」、一名から五千回づつの出資を求めて資本金四万回」
で
磐
城
炭
砿
社
を
発
足
さ
せ
た
の
で
あ
る
。
（８） 
磐城炭砿社は、当初、山崎の所有していた、小野田坑を山崎の指揮で経営し漸次、炭砿の近代化をはかっていた。
こ
の
過
程
を
簡
単
に
あ
と
ず
け
て
み
る
と
、
（ｑ》）
明治一七年二月に「工部消に技師の派遣を請ひ炭興璽の実測を為し、それより洋式の動力を用い開鑿に着手」し、
（Ⅶ） 
ひ●とまず横坑を開さくしている。しかし、旧来と同様の採炭、輸送様式では、常磐における炭坑経営は困難であった。
そこで常磐における石炭業の最大の陰路である輸送における近代化に着手する。それは明治一一○年五月に旧来の
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（ｕ） 
山一工から駄馬で輸送する方式をやめ、小野田坑から小名浜まで延長一二Ｋメートルの「軽便馬車鉄道」を蚊設した
そうして第七表にあるとおり、磐城炭砿の出炭高は明治一九年の一、一八七トンから、同二○年には一一、五四六
トン、同二一年には、五、八四二トン、更に同二一一年には二、七四八トンへと飛躍的に伸びた。他の諸炭砿もこ
の鉄道によって出炭を伸したので、第七表のように、常磐炭全体は、明治二○年に九、六八八トンにすぎなかった
ものが同二二年には一一一一一一、七七○トンに飛趨した。
更に「明治二十二年六月に至り、新たに蒸気捲揚機コーーーッシュ汽峨二豪、排水機等を設置し、初めて斜坑開襲
（胆）
に着手」した。ここに本格的な近代的採炭がはじまる。
（燭）
次いで同二六年には、「筏本金を金四拾万脚に増加し」「株式組織」に改組し、浅野と対立してこれまでの山元責
（Ｍ） 
任者であった山崎藤太郎がしりぞき、「技師齋藤糀一を恥し、一一十七年七月に、小野田竪坑（深さ一一百二十尺）開
（旧）
盤に着手し、一一十八年五月工を竣へ」、いよいよ本格的な近代的炭鉱経営を展開した。
しかし近代的炭砿において出炭が増大すると、再び石炭輸送の問題にぶつかった。それは近くに良港がなく、小名
浜での船積にコストがかさむ一方、帆船では東京への輸送能力が小さく、そのうえ風波による輸送が著しく不安定
であるという問題であった。すなわち常磐地方における石炭経営における随路は、除去されなかったのである。因
承に軽便鉄道の敷設後二年目にして経営は黒字となったが（第八表参照）、出炭商はその後それほど急速には伸び
ず、例えば明治二二年の一一一一一一、七七○トンから一一六年の一一一四、四二一トンにとどまり停滞的であった（第七表参照）。
したがって、資本にとっての利得は明治一一五年まで「無配当で過ごし、一一五年の下期に辛くも年五分の株主配当を
（燗）
することが出来」たにとどまり、本格的な経営採算がとれるようになったのは、「一割二分の配当をする」ように
ことである。
常磐地方における飯場制度の成す過程
６名波の敦ｉ浜こ鱒－ｍ護一第８表
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敷設運動が起きてくることになる。常磐線敷設運動に多大の功績を残した白井遠平は、明治二四年一二月一一一一日付
の『朝野新聞』に「常磐鉄道の急務を論ず」と題して、常磐石炭業の臘路が「鱒城と安房間との海湾港湾に乏しく
（⑲） 
波涛常に高く、航運に不便を極む」ことを認識し、鉄道の敷設を力説している。
こ
れ
よ
り
先
に
す
で
に
明
治
二
二
年
に
、
白
井
遮
平
は
、
渋
沢
栄
一
、
水
戸
鉄
道
株
式
会
社
副
社
長
の
川
崎
八
右
衛
門
、
更
に
「
小
（ｍ） 
名浜から帆船輸送をやってみて、こんなことじゃ炭鉱の経営も成立たぬ」と考鱈えていた浅野総一郎等と、常磐炭砿
（則）
鉄道会社を創立しようとしている。当初の常磐線の敷設計画は東北線小山から水戸まできていた水戸鉄道を炭砿資
（型〉
本によって平まで延長しようというものであった。白井は、明治一一三年に衆議院議員に当選するや翌年に、「議会
磐城炭砿社の経営実績
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成明治二六年頃までの経営不振はとりもなおさず、輸送面の不
昨能率による常磐炭のコスト商、競争力の低さに原因があった。
擁たとえば当時、明治一一十四年の地方別の炭価は「九州炭は一万
砿斤三十八回、北海道炭は同一一一十回、磐城炭は九十回」であった
（Ⅳ） 
中』
と
い
わ
れ
て
い
る
ほ
ど
で
あ
る
。
史繩かくして常磐地方における石炭業の近代化は、筑豊地方のょ
．
（
肥
）
鱸うに単に採炭様式における近代化だけでは全く不十分であり、
郡山元から消費地への輸送方法における直接の機械化Ⅱ鉄道輸送
滴化が特別に重要性をもっていた。
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（麹）
の協賛を得て之れが線路を官設第一期線中に組入れた」が、明治二三年の恐慌と白井の私事多難とにより、常磐線
敷設運動は一時中断し、明治二六年に再び白井は再起して、渋沢、浅野と謀り、日本鉄道会社長小野義真らも加え
（別）
て東京ｌ平間の鉄道敷設を決意し、鉄道局に出願のはこびとなった。しかし、［ロ本鉄道との競合を恐れた当局は、
（電）
白井、浅野らの計画を放棄させ、明治｜ニハ年七月に、日本鉄道会社による常磐線敷設が決定されたのである。そし
て常磐線はついに明治三○年に開通された。
こうして常磐地方の石炭業は、従来の隆路を切開しようやく明治一一一○年に折筏化の条件を設え、以後急速な発展
（１）『明治工業史』鉱山篇、六九六頁参照。
（２）『福島県史』旧巻、九三一一一頁。
（３）久保山雄三『石炭鉱業発達史』、五四頁。
（４）筏時総一郎「磐城炭田の開発」、『石炭時報』一の八、三九五頁○
（５）清富一郎『常磐炭田史』、三二頁、一一○頁。尚清宮は大正五年に明大を卒業して記者をやり、大正七年に常磐諸炭砿
を廻り里見敬二と『日本炭砿行脚』を出版して、同一○年には、「常磐石炭鉱業会幹事」となりその後常磐に骨をうめた
常盤きっての業界通である。
（６）同上、三二１四頁。
（７）『明治工業史』鉱山篇、六九六’七頁。
（８）澗宮『常磐炭田史』、三六頁。
（９）岡田・山野『常磐炭砿誌』、八五’六頁。
（、）『明治工業史』鉱山滴、六九七頁。
（ｕ）薗部政治『常磐炭砿誌』、一八頁。尚薗部は明治二年頃石城に生れ、同二八年八月まで教鞭をとっていたが、その後
に白水軽便鉄道合資会社に入りその後常磐炭業界で働き、昭和一三年に本番を出版している。しかし本醤は一般に知られ
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明治一六年に設立されて以来、近代的炭砿として経営を行ってきた磐城炭砿社は、常磐地方における近代的石炭業
の陸路を顕在化させ常磐線の敷設を現実し、常磐地方における近代的石炭業の発展を推進する重要な役割を果した。
磐城炭砿社は、常磐線の開通以後、急速に出炭高を増し、近代的大炭砿として整備されていった。出炭高は、第
グー､グー、グー、〆、〆■、〆へ〆へ
２５２４２３２２２１２０１９ 
－〆～’、－ゾ、、グ、．ゾーン、－グ て
お
ら
ず
、
筆
者
も
い
わ
き
市
の
歴
史
研
究
家
呑
川
泰
司
氏
か
ら
借
用
し
た
が
、
同
時
代
の
人
の
記
述
で
信
頼
し
う
る
貴
重
な
文
献
で
あ
る
’
ａ）『明治工業史』鉱山篇、六九七頁。
⑮
）
同
上
、
六
九
七
頁
。
、）清宮『常磐炭田史』、四一頁参照。
（ご『明治工業史』鉱山篇、六九七頁。
（埴）浅野の清宮一郎への手紙、清宮『常磐炭田史』、三八頁。
（Ⅳ）これは、後にみるように常磐線開設に努力した白井遠平の指摘である。高須梅渓『白井遠平伝』、白井遠平翁銅像建設
協讃会編、六○頁。あるいは『福島県史』狙巻、九四○頁。
（咽）筑豊地方ではすでに明治二四年に鉄道輸送が行われているが、水運が陸運に陵駕されたのは、明治二八年のことであり、
その後も水運自体は衰退しているわけでしたい。高野江基太郎『筑豊炭砿誌』百頁参照。
⑮）高須梅渓『白井遠平伝』、五九頁。
清宮『常磐炭田史』、
高須『白井遠平伝筥
清宮『常磐炭田史』、
高須『白井遠平伝』、
同上、六五’六頁。
同上、六六’七頁。
筆者もいわき市の歴史研究家呑川泰司氏から借用したが、同時代の人の記述で信頼しうる貴重な文献である。
四三頁。
六○頁。
四三頁。
六一頁。
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第９表三大炭砿の出炭高九表のように、軽便鉄道敷設の明治二一年には、五、八四二トンであったが、その後日清戦争の好景気で、二九年
には四一、○○○トンとなり、常磐線の開通によって一一一○年には一躍一一七、二二一一一トンの大台に達している。そ
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注．（１）磐城炭砿の１１m治18～22年は前出
同２６年以下の千噸位のものは同社『径暦醤』の数字，
『縞膨県史』１８巻978頁
（２）その他の数字は『馴治工災史』鉱山篇658-9頁より
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明治18年
1９ 
２０ 
２１ 
２２ 
２３ 
２４ 
２５ 
２６ 
２７ 
２８ 
２９ 
３０ 
３１ 
３２ 
３３ 
３４ 
３５ 
３６ 
３７ 
３８ 
３９ 
４０ 
４１ 
４２ 
４３ 
４４ 
｜｜磐域
2，９６１ 
１，１８７ 
２，５４６ 
５０８４２ 
110748 
15,000 
21,000 
301719 
41,0()0 
1170223 
105,000 
117,OOO 
182OOOO 
1810OOO 
199,085 
272,832 
256,043 
225,348 
340,538 
395,287 
427,406 
428,５９９ 
５０７，７３１ 
まず磐城炭砿社と並んで一一大炭砿の一つとなる入山採炭株式会社は、常磐線の開通が決定するや、明治一一八年四
月一一一一日に、松方巌の唱導で磐城炭砿社の監査役をしていた川崎八右衛門、松方正雄、森岡昌純、三野村利助、天
野仙輔等の出資により、資本金五○万円で設立された。それに磐城炭砿社の取締役でもあった白井遠平が加わり、
（２） 
初代の社長に就任した。同社はただちに明治一一八年旧横坑の採炭に着手し、同年五月に開さくに着手した竪坑を同
（３） 
程年一一一月に着炭し、近代的炭砿経営を開始した。
園、入山採炭の設立に先だって、かつて高島炭坑の経営に手を染めたことのある竹内綱と尾崎三郎が、明治一ニハ年に
成嘩中炭砿の白水炭砿株式会社を設立しており、常磐線開通決定後の明治二九年に二つの斜坑を開さくしている。
（４） 
”尚この白水炭砿は、明治一二六年に王城炭坑と改名している。
（５） 
鍼そのほか中炭砿では、明治二九年に山口炭砿が同三○年には一一一塁炭砿と岡田炭坑砿業所が設立され、明治三九年
（６） 
繩に至って、入山採炭を辞めた白井遠平が好間炭砿株式会社を起こし、磐城、入山と並ぶ一二大炭砿の基を築く。同社
症は大正四年に古河合名会社の経営となり古河好間として、大正期の常磐地方の代表的な炭砿の一つとなる。
鍵一方茨城側でも、明治一一九年に竹内綱によって茨城無煙炭砿が設立され、同三○年に茨城炭砿の前身である秋山
（７） 
常炭砿が、同三四年には茨城採炭株式会社が設立された。
３
 
９
 
Ｉこれらの諸炭砿における出炭状況は、第九表、第一○表に示したとおりである。入山採炭は、明治一一一六年には年
れていった。
の後二年ほど停滞するが、そののち急速に伸び、三七年には二○万トン級の大炭砿に成長している。
日清戦争の好景気も幸いして、磐城炭砿の経営もすでに指摘したように好転していた。かくして、「鉄道が敷け
（１） 
るなら炭鉱をやろうという連中が俺も俺もと雨後の筍のように族出し」、常磐地方のその後の主要な炭鉱が設立さ
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第10表中小炭砿の出炭高 (単位トン）
山口｜岡田’三塁
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125.269 可凸Ｆ－－Ｌ 
注（１）明治31年-35年までは薗部政治『常磐炭砿誌』より
（２）明治36年-44年までは『明治工業史』鉱山篇より
（３）但し茨城の二砿は『本邦砿業－斑』より
第11表従業員規模別炭坑数（石城郡内） 産一五万トン級の大炭鉱に、同三八年には二○
万トン級の大炭砿に成長している。好間炭砿も、
三九年の改組創立と同時に一○万トン級の大炭
砿
と
し
て
出
発
し
て
い
る
。
そのほか山口、岡田、三星、白水は、数万ト
ン
台
の
中
炭
砿
と
し
て
常
磐
の
主
要
炭
砿
を
形
成
し
て
い
く
。
し
か
し
こ
れ
ら
の
炭
砿
は
、
資
本
力
の
制
約
も
あ
っ
て
、
そ
の
後
出
炭
も
伸
び
ず
、
三
塁
が
若
干
注
目
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注１後出第14表より作成
２但し－年以上統継して経営した企
業腱限った。
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第12表三大炭砿の出炭シニア
さ
れ
る
も
の
の
そ
の
後
衰
退
し
て
い
る
。
日露戦争後、常磐地方における石炭業は盛況を期してゆくが、その過程で小炭砿が族出していった。たとえば、
第一一表に示したように石城郡内においてのみでも、明治三七年には一八企業が数えられ、同四○年には二二企業、
同四五年には二九業にも達している。もっとも従業員一○○人未満の企業が圧倒的に多く、一年以内で消えてゆく
泡沫企業は、例えば明治三七年に四九企業にも達していた。
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か
し
、
こ
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小
零
細
企
業
の
比
重
は
大
き
く
な
く
、
出
炭
高
に
よ
め
る
大
企
業
の
ウ
ェ
イ
ト
は圧倒的に高かった。第一二表に示したように、明治三○年において、磐城炭砿は、
常磐全体の出炭の六九・九％を占め、常磐線の敷設後族生した諸炭砿の影響で、明治
一一一一一一年には一一一六・九％、三四年には一一一二。一％、四○年には二八％、四四年には一一一一・
一％と低下するが、全体の三分の一という高いシェアを維持している。それに入山採
炭
と
好
間
炭
砿
が
加
わ
る
と
、
常
磐
に
お
け
る
出
炭
の
五
五
’
八
％
が
三
大
炭
砿
に
よ
っ
て
占
め
ら
減れることになる。
１
 
ｍ次に常磐地方の石炭業の採炭様式とその構造を簡単に糸てお）」う。磐城炭砿には、
峰明治二九年に採炭を開始した小野田の深さ七五尺と一一五○尺の二つの竪坑がある。一一一
前一年に内郷に閲さくした深さ四○○尺の竪坑と深さ延長一○○○尺の斜坑がある。と
注屯に蒸気捲揚機を備えていることはいうまでもない。坑内の採炭様式は「坑内には拾
間毎に上下に採炭切端を設」け、「主として柱房法に拠る」。「柱は方六拾尺房幅拾弐
尺にして、一房を切端とし、普通発破掘に依り採炭をなす。各切端に於て採掘さる石
磐城 入山 好間 三大炭砿常磐全体
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炭は凡て橇又は負篭を以て坑道に送り坑道には軌道を敷設し、炭車を以て運搬し、之を捲揚機械により坑外に搬出
（８） 
す」るという状況であった。
（９） 
入山採炭や好間炭砿の採炭様式もほぼこれと同様であった。次に中炭砿における採炭様式を簡単に梁て承ると、
たとえば明治二九年に横坑と斜坑を開さくした白水炭砿では、明治三五年に労働者一一一六五人、年間出炭高三万二○
五五トンの生産力であった。採炭法は「柱房法により房は十尺以上十二尺、柱は六間乃至八間とす」るものであり、
「横坑は自然排水」、「斜坑は四吋以内の鐡管を装慨し、蒸汽卿筒を用ひ排水」する。通気法は「横坑は二個の風井
と一の風坑、及二ケの斜坑への連絡風坑ありて斜坑と共に通気自然法による」。運搬法は「坑内外総て十二乃至九
（い）
ポ
ソ
ド
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貯
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」
し
た
。
以
上
の
よ
う
に
、
中
炭
坑
以
下
で
み
ら
れ
た
横
坑
は
、
多
分
に
前
近
代
的
な
採
炭
法
を
残
し
て
い
た
が
、
そ
の
規
模
は
、
旧
来
の
狸
掘
の
水
準を大きく越えていることが注目される。その他の中炭坑でもほぼ同様の採炭様式である。
その他小炭砿の採炭様式をみると、たとえば、明治一一一五年に労働者二七人で、年間五、一三○トンの出炭をみた
水
野
炭
砿
で
は
、
明
治
二
九
年
に
創
業
し
た
時
の
横
坑
と
斜
坑
で
採
炭
し
、
「
排
水
は
水
極
め
て
少
な
き
を
も
っ
て
…
…
人
力
を
以
て
（Ⅲ） 
汲
出
」
し
、
自
然
通
気
で
、
主
と
し
て
柱
房
法
に
よ
っ
て
い
る
。
「
坑
内
よ
り
坑
口
貯
炭
場
は
人
背
に
よ
る
」
述
搬
で
、
蒸
気
捲
揚
が
（吃）
ない。他の小炭砿では「坑道にはレールを布設し六百斤入人力鉱車をもって運搬」（宮炭砿）する例もみられた。
次に各炭砿における労働者数を見てみよう。第一三表、雛一四表に示したように、まず磐城炭砿では、当初一○
○人近くの労働者しかおらず、狸掘式炭砿の比較的大炭坑経営であったことがわかる。明治一八年からの近代的炭
坑では一一一○○人近くの鉱夫の働く中炭砿であった。その後急速に鉱夫数を増し、明治一一一六年には一、二一一一一一一人、三
八年には二、六○八人、の大炭砿であった。但し、『福島県統計』と「本邦鍍業一斑』の数字は一致せず、特に明
常磐地方における飯場制度の成立過程
第13表常磐６石炭業の成立期の坑夫数
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『福島県統計』より作成
明治35年は会田敏『片寄平減氏伝』による。
明治36年以降は『本邦麟業一斑』（明治39年）より。しかし
次表と数字が若干異なっているのに注愈。，
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注 『福島県統計醤』より作成
治三八、九年には一○○○人近くずれている。出炭傾合からみ
ると『本那鍍業一斑』の方が正しいように思われる。
入山採炭では、県統計に承る限り、明治三○年前後は四○○人
近くの労働者を擁しており、磐城より若干多いが、明治三○年代
後半は、磐城炭砿より若干少なくなっている。
そのほかの中小炭砿の鉱夫数は、第一三表、第一四表の通りであ
る。出炭高と同様に、中小炭砿の停滞状況が明瞭に示されている。
こうして、常磐地方における近代的石炭業は、明治三○年の常
磐線の開通を画期として、急速に成立し、確立していったのであ
る。常磐地方における石炭業の確立の画期は、出炭高の面からゑ
ると、高島炭坑という先進的大炭坑を含む長崎県の出炭水単に達
した明治三一一一年頃から、産業革命の筑豊地方の出炭高年産一○○
万トンに接近する明治四○年頃（日露戦争）、主でであると糸る
ことができよう。
）
‐
 
したしたがって、常磐地方における石炭業の発展は、他の地域
より若干遅れており、産業革命も労働市場の確立も〈九州地方よ
り若干遅れている。それはまさに九州地方では廃止されはじめた
納屋制度が、常磐地方では成立してくるというタイムラグとなっ
出蔵 丸山 小川 品ﾉ!|広野 その他蔬年限の2０ 合計
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三○年 五年
･地方別出炭高
常磐地方における飯場制度の成立過程149 
以上のような常磐地方の石炭業の確立過程の分析をふまえて、次に飯場制度の成立過程を検討しよう。常磐炭礦
を分析した『炭砿聚落』の著者、山口彌一郎氏によれば、常磐地方における飯場制度は「明治三○年頃開発と同時
、
、
（１） 
に：…・移入され」（傍点引用者）、その「飯場の全盛時代は明治四四’五年頃であった」といわれている。そして更
ない。
て現われている。常磐地方における飯場制度の成立過程を考察する場合には、この点が十分考慮されなければなら
第
二
節
常
“
③
飯
場
制
度
の
概
念
（８）岡田・山野
（９）入山採炭の
頁以下参照。
（皿）以上、白水
（
ｕ
）
水
野
炭
砿
に
、
）
同
上
、
一
二
（１）清宮『常磐炭田史』、四四頁。
（２）同上、四九１五一頁、又は高須『白井遠平伝『七一－四頁参照。
（３）入山採炭の近代的炭坑開発の事情については岡田・山野『常磐炭砿誌』、二八頁以下参照。
（４）白水Ⅱ王城炭砿の開発事情については、清宮『常磐炭田史』、四五’四七頁参照。
（５）山口、一一一塁、岡田の三砿については、会田『片寄平蔵氏伝』の付録「炭山概況」を参照。
（６）好間炭砿の設立事情については、高須『白井遠平伝』、七四１八○頁参照。
（７）茨城無煙炭砿については、清宮『常磐炭田史』、四七頁、岡田『常磐炭砿誌』一四九頁、秋山炭砿については同上、一
七七頁、茨城採炭については、一六○－一頁参照。
（８）岡田・山野『常磐炭砿誌』、九一－二頁。又は高野は『日本炭砿誌』、二二○’一頁参照。
（９）入山採炭の採炭事情については、岡田・山野『常磐炭砿誌』、二九頁以下参照。好間炭砿については、同上、二一一一八
一炭砿については、繭部『常磐炭砿誌』、一一二’三頁参照。
ついては同上、一二二頁。
二頁、そのほか薗部『常磐炭砿誌』には、明治後期の中小炭砿についての実態についての貴重な記述がある
常磐地方における飯場制度の成立過程
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飯場制度の変遷と常磐地方の出炭高
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100 
万
トン
大正元年
か
四
○
年
昭和二年
明治二○年
〃
一
○
年
” 二一○年
の
一
○
年○年
に「大正三年頃……先づ採炭関係の飯場制度を廃止
し始め、これに代る組長制度を建て」、「此制度も昭
和六年頃に至り採炭請負制度廃止と共に消滅し、直
接会社の統制ある募集、採用、使役が行なわれる様
（２） 
になった」と指摘されている。
常磐地方の石炭業の複雑さ、各炭砿の有為転変の
ため、資料が乏しく常磐地方の飯場制度の総体的実
態は、十分に把握することができないのであるが、
山口氏の特徴づけは、飯場制度の盛衰傾向をついて
いる。しかし、わたしのゑるところでは、常磐地方
における飯場制度は、明治二○年中頃から近代的炭
砿の成立とともに導入され、明治末年に全盛となる
が、一方ではすでに明治末年には廃止が部分的に進
み、直轄制度が代って普及してくるのであり、他方
では、大正期に至ってもかなりの程度に残存し、新
たな炭砿設立とともに再生産され、再編・改革され
てていき、昭和初期にほ賀全面的に消滅していった、
ということができる。この点は、本論稿で実証する
15l常磐地方における飯場制度の成立過程 ことになるが、ここでとりあえず、飯場制度とは何か、を簡単に問題にしておきたい。
しかし、ここで問題にするのは、あくまで石炭業における飯場制度であって、明治以前から存在したと思われる
金属鉱山の飯場制度や土木工事に糸られるタコ部屋の類とは、一応厳密に区別しておきたい。双方には共通点もあ
るが、ここでは石炭業における飯場制度に限っておきたい。
そもそも飯場制度を分析する際に、飯場制度の概念は予め明らかにされていなければならないのは当然であるが、
一般的には必ずしも明確になっていないだけでなく、論者によって意味内容にかなりの相違も家られる。
岡田・山野『常磐炭砿誌』は、「飯場制度とは飯場頭、納屋頭等の仲介を経て曠夫を雇入れ、砿業所は間接の監
督者たるものにして鋺曠夫募集費用は飯場頭の負臘とし、飯場頭より砿夫に対しては就業に要する実費を貸興へ、
（３） 
稼高の内より漸次差引精算を為すを常とせり」と述べている。この規定は、大正初期の常磐地方の飯場制度を実見
した著者の与えたものであり、飯場制度の本質をよく示している。ここでは納屋頭と飯場頭が等置され、飯場制度
は、納屋制度と同一のものとぶなされている。
しかし、この見解に対立する異なった見解もある。・それは、飯場制度を「主として独身礦夫を寄宿せしめる合宿
（４） 
所の称」であり、納屋制度との関連でい鯵えば、納屋制度の「大納屋」に相当するもの、という見方である。炭坑労
働に詳しい隅谷三喜男氏もこの見解のようで、「飯場は文字通り飯場であつく単身者が飯場頭の監督下に寄宿し
ていたのであり、家族持の小納屋を有力な基礎とした納屋制度とはその形態を異にするもの罠それ故「納屋制度
（５） 
と全く同一物である」とは理解されえないもの、と把腸えている。
、
、
、
、
確かにいわゆる飯場制度は、無規定的に、便宜的に使用されている場合は、しばしばが炭鉱における単身者の合
も
、
（６） 
宿所を意味している場合が少なくないｐしかし隅谷氏らの見解は、小論で実証的に批判されるように”、飯場制度の
152 実態を一面的に把えすぎるものであり、正しいとはいえない。飯場制度は、現象的にはともかく、本質的には、納
、
Ｌ
屋制度と同一のものとふるべきであり、特殊的には、関東以北の炭砿において承られる納屋制度の変種であり、特
定の時期には、飯場制度の末期形態として単身者の糸を包摂する納屋制度の大納屋制度の変種として存在するにす
定の時期には、“
ぎないのである。
わたくしの見解は、飯場制度を納屋制度と本質的に同一のものとみるものであり、一般に常識的な飯場制度観は
（７） 
この見解に近い。間宏氏の見解もこれである。
飯場制度が本質的に納屋制度と同一のものであるとすれば、ここで改めて納屋制度とは何か、が問われなければ
（８） 
ならないが、この点については、すでに基本的な見解を提出しているので繰返さない。
（１）山口彌一郎『炭砿聚落』、二七一－二夏
（３）岡田・山野『常磐炭砿誌』、五四頁。
（４）『日本労務管理年誌』第一編上巻、三一頁。
（５）隅谷「納屋制度の成立と崩壊」『思想』四三四号、一二頁○
（６）たとえば、『銭夫待遇事例』などでは、飯場を労働関係の請負制度として明確にとらえている（二四三頁以下）が、『鍛
夫調査概要』のなかの一部では、単に単身者の合宿所とみなしている場合もある二八九頁）。
（７）間宏『日本労務管理史研究』においては、「飯場制」Ｉ「納屋制」として把えられている。同上、五四一頁。
（８）さしあたり拙稿「高島炭坑における納屋制度の成立過程」、『商経諭築』第六号、五五頁以上参照。
②
常
磐
地
方
に
お
け
る
飯
場
制
度
の
生
成
常磐地方における飯場制度の生成は、すでに指摘したように、近代的炭砿の出現と同時である。そこで飯場制度
の生成過程を分析する手始めに、磐城炭砿をはじめ入山採炭の設立によって、そこに如何なる労働関係が成立した
戸、グー､Ｐへ〆■、ｸﾞ白、伊白、
２１ 
、＝ｼﾞ、－ｼﾞ、￣、－ジ､－〆～夕
同上、二七四頁。
磐城炭砿の採炭経営様式は、『明治工業史』によれば、創立の明治一六年から「会社直轄」となる明治一一一年主
（１） 
では、「請負掴」Ⅱ採炭請負であった。すなわち、明治一七、八年頃は「採炭賃は採掘より俵作り、坑外運搬費迄
一切を合せ、百斤に付金壱銭九厘九毛の請負」であり、明治一八年一一一月からは、「大切開鑿、間掘、支柱費、坑
（２） 
内運搬費総てを合せ一万斤金参回五拾銭にて、若松惣十なる者の請負」であった。
（３） 
ふられる通り、近代的炭砿である磐城炭砿の採炭経営様式は、かつて石炭業者であった若松惣十による採炭請負
制度にほかならない・ここでは、恐らく、石炭鉱夫は、直接的には若松による雇用であり、炭砿社によっては間接
雇用だったであろう。こうした採炭経営方式は、九州では頭領制として知られており、明治初期の高島炭坑におい
（４） 
程てもみられ、わたくしはそこにすでに納屋制度の前期的形態がみられることを指摘しておいた。
過迩磐城炭砿社に駆られる採炭請負制度のもとに、はたして納屋制度が存在したかどうか、今それを明確にする資料
陣を欠くが、わたくしは次の点で、まだ納屋制度としての飯場制度は存在していなかったように思える。すなわち、
鍬磐城炭砿での蒸気捲揚による本格的な洋式採炭は、明治二一一一年の斜坑の開さくからであり、それ以前は、「皆横坑
（５） 
麺の糸であったから、地方の出稼坑夫でも自由に入坑し安心して作業した」のであって、そこにはまだ労働力不足も、
鋪それ故強引に労働力を炭砿に緊縛しておく装置も必要ではなかった、と考えられるからである。因朶に磐城炭砿の
赤明治一一一年の鉱夫数は、一○○人近くにすぎず、競争企業もなく、旧来の炭砿経営者、一部の熟練坑夫を中核に、
騨不熟練の日雇労働者で充分足りていたと梁てさしつかえないように思われる。
常したがって問題は、磐城炭砿において、洋式採炭が開始され、近代的炭鉱に耐えうる新しい質の労働力と急増す
３
 
おる追加労働力とをどのように導入し編成し確保していったか、という点である。
かを明らかにしよう。
154 
この間の事情を当時の関係者は次のように記している。「明治二十三年蒸気捲揚機を輸入して斜坑を開さくし、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
水準以下より採炭する事になり、同二十七年には竪坑も開鑿する様になった。然るに従来容易に入坑したものも、
、
、
、
、
、
、
、
、
も
も
、
、
、
、
、
、
、
、
、
そ
れ
が
斜
坑
と
な
り
竪
坑
と
な
る
に
及
ん
で
地
方
人
の
出
稼
人
日
雇
取
り
の
連
中
は
入
坑
を
柿
れ
て
就
業
す
る
も
の
な
く
坑
夫
の
数
は
、
、
、
、
？
、
、
、
８
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
（６） 
漸次減少した。葱に於てか始めて九州方面から経験ある坑夫を募集する事になったのであった」（傍点引用者）と。
常磐における近代的な炭砿の設立は、前近代的炭砿経営が殆んど発展せず、それ故炭坑夫の集積もなく地域的な
炭
坑
労
働
市
場
の
形
成
も
な
い
段
階
に
お
い
て
は
、
基
幹
労
働
者
と
未
熟
練
の
労
働
者
の
著
し
い
不
足
に
逢
着
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
（
７
）
のである。そこで、すでに明治二○年代には一定程度基幹的な炭坑労働者の集積と陶治の承られた九州地方から、
「経験ある坑夫」が導入されることになったのである。
更にさきの文書は、「斯くの如く斯業の発展に伴い之が採掘に従事する坑夫としての技儒を要することとなり、
従
来
の
半
農
半
坑
夫
の
技
を
以
っ
て
し
て
は
、
勢
い
出
炭
に
も
影
響
す
る
こ
と
甚
大
な
り
と
な
し
、
小
野
田
炭
坑
に
於
い
て
は
、
斉
藤
所長に代うろに高津亀太郎氏を遠く九州より招聰し、氏に依って九州方面より経験ある多数の坑夫を募集したので
（８） 
あった」と記している。
入山採炭においても事態は同じであった。さきの文書は、「入山炭坑としての最初の高倉坑開鑿当時は技師長賀
（９） 
田貞一氏によって支配せられ同氏も亦九州より坑夫を募集した」と記している。
このように常磐地方における近代的炭砿の設立は、経験ある坑夫を九州地方から導入しなければならなかったが、
（Ⅲ） 
その際に九州における炭砿の特殊な労働制度であった納屋制度が、同時に移入されたのである。九州から常磐に納
屋制度を移入した理由は、第一に九州地方からの坑夫の募集は、納屋頭を先頭に、その配下の小頭、人繰、一般坑
夫等を一括して行うのが、きわめて好都合であったからである。坑夫の統括者である納屋頭に話をつければ、炭砿
に必要な労働者集団を一括して集めることが容易だったのである。第二に、常磐における近代的炭砿の経営者はま
だ炭坑経営とくに労務管理に未熟であったから、納屋制度を導入し、炭坑経営において納屋頭を先頭とする彼らの
ラインに依存しなければならなかったのである。こうして、常磐地方における飯場制度は、九州地方の納屋制度の
移入という形態で生成してくるのである。
事実明治三○年前後の常磐地方の炭砿に関する資料には、まだ飯場、飯場頭、飯場制度という名称は殆ど糸られ
ず、その代り納屋、納屋頭という名称が一般に使用されており、九州からの坑夫の移入と同時に、納屋制度が導入
されたことを証明している。
たとえば、明治四二年刊行になる『内郷村誌』には、明治三○年一月に入山採炭、王城炭砿の役員、労働者の子
、
、
、
、
、
Ｂ
、
ｂ
、
程弟を教育するため「大字白水字川平七十一番地、俗言中の組と称する坑夫納屋の一隅を借り受け二十余人の子弟を
過
（皿）
、
、
立集め専ら小学校の教育施し」（傍点引用者）たという記述がある。また明治一一一一一年に、東本願寺からの入山説教所
成
、
、
１
のに派遣された鈴木鍵教師の回顧談には、「川平の納屋頭川角源吉氏が来て」とか、「東本願寺に対し入山採炭坑務所
度
、
、
、
、
、
、
、
（肥）
鍬並に納屋頭が協力援助する」とか、「坑夫納屋に御絵像あるの承、夜に入れど燈なく」とか「入山白水納屋頭」とか、
麺の記述が象られる。一方、まだ飯場、飯場頭という用語は、ここでは全くふられない。もっとも明治二五年頃には
（皿）
錨すでに「世話方」の用語が見うけられるのが注目される。
罪以上のように、常磐地方における明治三○年代当初までにおいては、基幹坑夫は主として九州から導入され、同
騨時に納屋制度が移入されて、常磐地方においては近代的炭砿の生成とともに、納屋制度のもとに炭坑労働者が編成
常されていったことがわかる○
噸しかし、常磐線の開通を契機に、渡出してくる近代的炭砿の急激な労働需要と、新たな炭坑の開発に伴う大炭砿
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飯場制度の成立過程で注目されるのは、こうした労働力不足のなかで、経験ある炭坑労働者に代わってへ炭坑労
働と共通性のある金属鉱山の鉱夫の導入である。
入山採炭では、九州地方からの坑夫募集が思わしくなかったうえ、技師長賀田貞一の経営の不備もあって「稼働
者の出入頻繁」となり、「八王子方面の各種工場より坑夫として約百名を募果」することを試承たが失敗し、つい
、
、
、
、
、
、
９
、
、
６
６
１
６
、
（Ⅳ） 
に「坑夫募集を之を南に求めて得さる会社は、葱に始めて北方院内方面より大規模の募集することとなり」（傍点
引用者）、常磐地方に金属鉱山の鉱夫が導入されることになった。その際にも、金属山における納屋制度と類以労
働組織である飯場制度が同時に移入されたのである。たとえば、先の資料は、明治一一一一年に「佐渡の人宮下範七な
（肥）
る者来山して多数の坑夫を卒鱈え」て来たのを受け入れ、「蚊に宮下飯場なるものが生れた」と指摘している。
このような基幹鉱夫の金属鉱山への依存は、好間炭鉱にも翠られる。名著『日本炭砿行脚』は、好間炭砿では、
指摘されている。
における追加労働需要は、経験ある坑夫の不足を一層著しくし、九州地方からの坑夫移入だけでは充しきれなくな
ってくる。そこで、経験ある坑夫については、北海道の諸炭砿や常磐周辺の金属山から移入し、更に一般坑夫につ
いては、周辺の諸工場からさえ集めようとすることになる。
磐城炭砿では、先の資料には九州から導入した坑夫の「其の待遇が最初の契約に反せりとて、怠業に次ぐに乱暴
を以ってし」、必ずしも労働力の確保が十分成功せず、「各炭坑共坑夫に不足を告げ」、縁故を「北海道方面に有す
も
Ｕ
も
、
り
るものは同地方より夫々募集する』」と廟）している。そして「僅々十二万五千円の払込に過ぎぬ同炭坑が、坑夫弊
（旧）
集の為に大枚六万円を費したるが如きは、其如何に要求の急なりしかを如実に物錘耐るものである。」そして「然りと
、
、
、
、
、
、
、
（旧）
雌も募集の成績は依然失敗に終り逐仁は近隣各炭坑相互に於て引寄せ策を識ずるに至った」（以上傍点引用者）と
157常磐地方に錆ける飯場制度の成立過程
．〃、子。。
（四一
「坑道の両側は何処の炭坑でｊも黙られる鳥居枠であるが、未だ所点金山（足尾銅山）式の遺物たる合掌枠がある」
と指摘している。特に好間炭砿は大正四年に足尾銅山の経営を行っていた古河合名の所有に帰し、その為しあって、
足尾からの好間への鉱夫の移動が目立っている。従って、好間炭砿における飯場制度は、足尾銅山の型と類以して
、
、
、
、
こうして、当初納屋制度として編成された常磐における労働力の総括機構は、金属鉱山更にその影響下で飯場制
度をとっていた北海道炭砿山からの労働力の移入によって、飯場制度という形態と混合し、ついには飯場制度と一
般に呼ばれるようになっていくのである。
こうした傾向を促進したものが友子制度の存在である。いわゆる友子制度は、江戸時代より金属鉱山に存在した
坑夫の共済組織と象られているが、常磐地方に総ける近代的炭砿が、金属鉱山及び北海道の炭山から熟練坑夫を移
（ｍ） 
入する際に、彼らによって同時に持込●まれた。この友子制度は、金属鉱山から常磐地方への鉱夫の移入を促進する
（副）
パイプとなったのである。友子制度と飯場制度とは異なった組織ではあるが、友子制度によって常磐地方に金属山
の労働組織の浸透を促進したことは指摘されなければならない。
以上のように、当初納屋制度として移入された常磐地方における労働統括機構は、金属山、北海道からの鉱夫移
入によって、飯場制度が持込まれて、混合し、融合し、ついに明治末年から大正期にかてては、一般に飯場制度と
して統一されてくるのである。その限りでは、飯場制度は、大正期においては、その構造の面から家ても納屋制度
と殆んど変らないのでありへ飯場制度と納屋制度の本質的な相違を問題にすることは不要なことである。
（１）『明治工業史』鉱山篇、七ＱＱ頁。
（２）同上、七○○頁。
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（３）この点については、清宮『常磐炭田史』、三五頁参照。尚、若松惚璽は、後腫磐城炭砿小野田坑で若松飯場を経営した
Ｊ模棟であり勾彼の息子（惣太郎）と党しぎものが大正期に飯場頭をしている。常磐炭砿鋤組合鯛『俺らのあゆみ』、二一
頁参照。更にいえば惣太郎は大正四、五年友愛会の役員をしているｐこの点については別の機会に論ずる。
（４）拙稿「高島炭坑における納屋制度の成立過程」、『商経論集』六号参照。
一
。
。
。
ｒ
０
４
。
（５）「常磐炭田並に入山炭砿裏面史」、『常磐市に関する史料』第二輯、一一一一頁。この資料は、昭和五年に入山採炭の関係箸
の回顧談をまとめた賢璽なものである。
（
６
）
同
上
、
二
二
頁
。
‐
（７）この点は簡単ながら拙稿「高島炭坑における納屋制度の崩壊過程」『経済志林』四二－一、一五頁以下参照。
一
■
（８）前掲「裏面史」、］一一一一頁。
（９）同上、一五頁。
面）「山口禰一郎氏はへ先に染たように、「明治三○年頃開発と同時に」「金山、銅山等で実施されていた」飯場制度が「移入
０
，
０
℃
 
された」（同氏『炭砿聚落』一一七一頁）と主張しているが、』」れは必ずも適当ではない。むしろ当初は九州から納屋制度
が
移
入
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
（、）菊地康雄、、スミニ「炭砿に於ける私塾の創立と発展の一例」、『磐城史談』五の一（昭和三一一一年八月）、二一頁参照。
（⑫）同上、二一’六頁参照。
（皿）同上、二九頁。菊地氏は資料を明記していないが、氏の利用した資料に「世話方」の用語があったものと思われる。と
いうことは当時すでに一部に直轄雇用の坑夫が、「世話方」の下に統括されていたことを示唆するものであるが、しかし
これは坑夫でなく職工の類ではなかったかとも思われる。
（Ｍ）前掲「裏面史」、二三－四頁。
、）前掲「裏面史」、
（過）同上、’二四頁Ｐ
定
）
同
上
、
二
四
頁
。
（Ⅳ）同上、二六頁。
（岨）同上、二六頁。
もっとも、宮下飯場は、「挙げて金山鉱夫にして、其採掘方法に於ても自ら炭坑とは異る所あり、副え
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③
常
磐
地
方
に
お
け
る
飯
掲
制
度
の
普
及
と
そ
の
溝
造
こうして常磐地方においては、近代的炭砿の成立とともに、納屋制度Ｉ飯場制度が形成されていったが、明治末
年には主要炭砿成立とともにそこにほ蟹普及をゑている。『鍍夫待遇事例』によれば、明治三九年現在、「入山、好
（１） 
（２） 
間、王城、一一一塁・…：ノ炭坑〈飯場制度」が実施され、「小野田、内郷」の磐城炭砿では「直輔、飯場両制度併用」
また、『鍍夫調査概要』によれば、明治四三年現在、第一五表のとおり、好間炭砿、王城炭砿では鉱夫のほとん
どが飯場制度に統括されており、似然として飯場制度が支配的であることを示している。これに対して、三星炭砿、
茨城採炭の重内坑、茨城無煙では、直轄制度が施かれ、飯場制度は全く承られない。三星炭砿では明治三九年には
飯場制度が支配であったが、四三年にはもはや存在していない。その間に廃止されたものと思われる。
なお一一一星を別にすれば、他の二炭砿は、茨城側の炭田にあるが、そこで何故直轄制度が明治末年にいち早く全面的
に実施されているかについては後にふれたい。
両者の中間に、直轄と飯場の両制度併用する入山採炭と磐城炭砿がある。入山の場合は、のちにふるように明治
であると指摘している。
ま
た
、
『
鍍
夫
調
査
概
要
其飯場制度たるや佐渡金山に於ける制度其鐘の即ち今日の聞く所謂監獄部屋の夫れであった事とで移住鉱夫の外一般労
務者の合宿に適せず且従来入山炭坑に幡居して居た二十有余の大小飯場との勢力争等の為めに、この移動団体も遂に不成
功に終った率も亦自然の数であった」といわれている。同上、二六’七頁。
宙）、里見、清宮『日本炭砿行脚』（大正八年）、四○頁。
（、）ｎ山口氏によれば、すでに磐城炭砿の「内郷町田の（友子のＩ引用者）交際所は明治三○年に起」こったといわれている。
（虹）、常磐地方の友子制度については、後続の論文でふれたい。
前掲醤、二六七頁。
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(単位人）(明治43年）第15表鉱夫の直轄・飯場別所属構成
註『鍍夫調査概要』184-5頁より
第16表制度別の鉱夫の割合
（明治43年）
一一一九年の時点では飯場制度の糸であったとされているが、以前から一
部に直轄化が進んでいたと思われる。なお磐城炭砿の内郷坑では、飯
場制度は鉱夫の二二・六％しか包摂しておらず、飯場制度の退潮傾向
を示している。
以上のように、主要炭砿においては明治末年においては、飯場制度
の下にある鉱夫は、全体の四二・一％にとどまり、かなりの程度直轄
化が進展していることがわかる。しかしこれは官庁統計上であって、
そこでは必ずしも飯場制度と直轄制度が概念的に区別されていず、調
査上でも厳密さを欠いている。したがってそれはあくまで傾向を示す
資
料
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す
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い
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次に明治末期の飯場制度の構造をみて鋸よう。しかしこの期の常磐地方における飯場制度についての資料は乏し
く
、
限
ら
れ
た
資
料
で
そ
の
構
造
を
瞥
見
し
て
染
よ
う
。
常
磐
に
お
け
る
飯
場
制
度
に
は
、
二
つ
の
主
要
な
形
態
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
一
つ
は
、
金
属
山
か
ら
移
入
し
た
飯
場
制
度
の
構造に近いものであり、もう一つは、九州の納屋制度の構造に近いものである。後に分析するように前者の典型は、
好間炭砿で翠られ、後者の典型は、福島炭砿に黙られる。入山採炭、磐城炭砿などは、当初九州から納屋制度を移
（３） 
入
し
た
た
め
、
後
者
の
タ
イ
プ
に
近
い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
また友子制度とからんで、友子交際所としてのいわゆる交際飯場というのがある。交際飯場は、本来、友子の交
際所であっていわゆる飯場制度と無関係であるが、友子の役員が友子をかかえて飯場経営を行ない、資本と雇用関
程係に入る限りで、飯場制度の特殊形態をなすようになる。この点は次稿でふれることにして、次に明治末年の常磐
麹地方における飯場制度の構造を糸ておきたい。『鍍夫調査概要』によれば、明治末期の好間炭砿の飯場制度の構造
成のは次の如くである。「當山〈、併用制度ナリト錐モ主トシテ飯場制ナリ飯場ヲ甲乙二極二分チ各所属ノ鍍夫定数及
度
も
、
、
、
鋼出炭スヘキ数量ヲ定ムルヵ故二名飯場頭（定数補充ノ為〆自ラ鍍夫募集ヲ為サムルヘヵラス且シ作業〈自己ノ請負
、
、
鍼ナルヲ以テ之ヲ所属鍍夫二配當シ又〈切羽ノ番割ヲ定〆之ヲ監督スルヲ要ス、飯場頭の報酬〈稼高ノ五分ヲ鍍山ョ
（４） 
鮒リ支給シ鍍夫ヨリ五分ヲ徴収ス」（傍点引用者）。
泳あるいは、賃金の支払方法は「上半月分ハサー一日二下半月分〈翌月七日一一納屋頭一一（職工〈職工長一一）支挑上分
（５） 
馳配七・シム」というもので「米穀其他ノ日用品」などの販売は「鑛山ノ販売所」において「直轄夫一一〈通帳ヲ交付シ
常《置キテ物品ヲ供給シ又飯場夫〈直轄夫ノ如ク通帳ヲ有七サルモノナルヲ以テ飯場頭ノ証明ヲ得テ給付を受クルナリ
１
．
 
（６） 
焔代金〈賃金ヨリ差引クモノトス」となっている。
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と糟零摘している。
この記述では、必李
たことが察せられる。
以上のように、好間の飯場制度は、明らかにわたくしの規定する後期納屋制度の基本的機能を果している。すな
わち、資本に代って飯場頭が鉱夫の募集を行い、労働の指揮をとりへ飯場を経営して労働者の日常生活も管理し、
鉱夫の稼高の一割（経営者と労働者から五分づつ）を手数料（請負料）として受取っている。これは〈明治一○年
’一一○年代に高島炭鉱に染られた典型的な納屋制度の構造と本質的にほぼ同一のものであることがわかる。。．～
他の炭砿の飯場制度はどうだったか。たとえば山口彌一郎氏は「明治四四－五年頃で磐城炭砿を中心にしたもの
の承にても宗像、日野、菊地、五十嵐へ中島、松坂、安斉、横山、大沼、贋谷、反保、佐藤、笹山、西川、騒本等
の諸氏が夫念飯場頭となり、坑夫飯場としては支柱夫、軌道夫、雑夫等の会社の請負、採炭、或は斤先掘等に関係
し、土方飯場としては建築、土木関連の請負に従事した。宗像氏は當時二九○名、日野氏三五○名程も擁した大飯
場を経営するに至った。徴時日野氏は会計一五日分会社より受領する金額約二○○○円、直接坑夫に給与する金
（７） 
額は三○○円程度であったと言うから、粗雑な住居饗、食費を差し引くも莫大な収入があったものと察せられる」
さて、ほ蟹基本的に納屋制度と同一である明治末期の常磐地方における飯場制度の構造について、二一一一指摘して
おきたいことがある。第一点は、好間炭砿に典型的に糸られるよう鷹飯場制度には、単身者だけではなく、世帯
持鉱夫も包摂されていたということである。すなわち、好間炭砿では第一五表のように、明治四一一一年に一、七九六
人の鉱夫のうち一、六六一一一人（九二％）が飯場制度のもとにあったが、その鉱夫のうち、第一七表のように六七四人
の男の有配偶者がおり、彼らもまた飯場制度の下にあったことは明らかである。第一八表は、女鉱夫の総てが飯場
必ずしも磐城炭砿の飯場制度の内的構造が明らかにならないが、ほ選好間炭鉱の場合と同様だつ
り
二
●
‐
■
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第17表男子鉱夫配偶者の有無 (明治43年）
有 配 偶 者
無配偶者
内夫婦共嫁の者
山
郷
田
間
星
城
内
煙鉦梛
野
城
入
内
小
好
三
王
璽
茨
1,079人 330組72％ 
6０ 
７０ 
５２ 
４８ 
６７ 
７１ 
６７ 
31％ 413人 28％ 
807 366 ５
３
２
１
４
４
３
 
４
４
６
６
６
２
２
 
542 ０
０
８
２
３
９
３
 
４
３
４
５
３
２
３
 
655 283 279 
674 420 627 
255 156 275 
106 6８ 
９４ 
5３ 
391 160 
464 105 231 
合 計 1.822 4.431 6３ 2.580 4１ ３７ 
注。『鍍夫調査概要』７６頁より作成
第18表女性鉱夫の共稼，飯場組下の比率
（明治43年）
制度のもとにあったことを示している。
こうした傾向は、他の炭砿でもみられる。第一八表は．女性鉱
夫の共稼率と彼女らが飯場制度に包摂されている度合を示したも
のであるが、王城炭砿では、好間炭砿と同様に、女性の九一％が
飯場制度の下にある。入山では六二・一％、小野田坑が四七・八
％、内郷坑では一一八・三％が飯場制度の下にある。彼女らは鉱夫
の妻娘として、飯場制度の下にあったのである。以上によって、
、
４９ 
０Ｆ 
８
６
８
 
２８ 
４７ 
DＣ 
９Ｃ 
８
０
０
７
０
，
 
圃
犬
回
ｒ１ 
Ｌ」
「ｖ
Ｌ」
注『鍍夫調査概要』７６頁,184-5頁より作成
女鉱夫数 夫婦共稼率 飯場制度下の者
入山
内郷
小野田
好間
三星
王城
重内
茨城無煙
433 
449
408
495 
２４１ 
9７ 
159 
210 
％ ２５１８ ①●●● ６１９４ ７８６８ 
７３１０ ４．。。・２９０６７５５ 
％ １３８００７００ ●■■● 、蛆⑪㈹０ １ 
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今般貴社砿夫に御使役被成降候二付テハ貴社諸規則其他御命令等堅ク遵守可致〈勿論壱ヶ年以内二於テ廃業致間
敷万一右に違背スルカ又〈不都合ノ行為有之力身分戸籍等二関シ不実ノ申立ヲ為シ屑ル場合〈相当御処分相成候共
異議ナキハ勿論若シ貴社ノ御都合ニョリ何時解雇相成候トモ決シテ異存無之候依テ身元保証人連署ヲ以一プ誓約仕
侯
也
を介して間接に雇用している。（８）
飯場制度は、決して、単身者だけを包摂していたわけではないことが明らかである。
次に注目しておきたいのは、当時の直接的な雇用契約形態についてである。九州の納屋制度においては、とくに
明治一一○年代までは、労資の雇用契約形態は間接的であった。たとえば高島炭坑においては「坑夫ノ取締〈納屋頭
ノ責任一一シテ炭坑一一於テ〈直接ノ関係ナシ」とされ、坑夫は「炭坑社規則及定規ヲ確守スベキ事」等々を定めた
（９） 
「契約」を直接納屋頭と取交した。ここでは直接坑夫は納屋頭に雇用されているのであって、資本は坑夫を納屋頭
ところが、明治末年の常磐の飯場制度のもとでの雇用形態は、必ずしも間接的ではなく、直接的であったように
思われる。たとえば入山採炭における雇用契約をみると、坑夫は納屋頭を介して直接会社と雇用契約を結んでいる。
思
わ
れ
る
。
た
と
誓
約
書
使役願
「
職
業
の
略
歴
一、処刑の有無
住
所
、
士
族
平
民
別
生
年
月
日
（住所本人、身元保証人略）
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」
入山炭砿株式会社御中
この契約方式は、明らかに納屋制度Ⅱ飯場制度の下での雇用形態が、納屋頭による請負的な支配関係を内包して
いるが、直接、筏本家と労働者の関係として成立していることがわかる。この形式は、飯場制度における労働契約
関係がより直接的になり、飯場制度の相対的独自性が弱まったことを意味しているが、飯場制度の本質的な関係を
変更するものではない。
こうした雇用形態は、常磐地方に納屋制度が移入されてきた時から行われたというよりは、当初は、九州のよう
に間接雇用形態をとっていて、明治一一五年の鉱業条件の施行後、鉱夫使役規則の提出を行政指導岑雅る過程で、直
接雇用形態が行われるようになり、一般に普及したものと思われる。
次に、飯場経営の問題である。飯場制度の基本機能の一つに飯場経営があるが、その飯場経営の中心的な機能に
飯場頭による組下（配下の鉱夫）に対する日用品の販売がある。『鍍夫調査概要』によると、明治末年の日用品の販
売方法は、必ずも明確にならない。すでに指摘したように飯場制度の支配的な好間炭砿では「鍍山の阪売所」で
「飯場夫〈・…：飯場頭のノ證明ヲ得テ給付ヲ受クルナリ代金〈賃金ヨリ差引ク」とされている。王城も同様である。
しかしこの記述では内容が不明である。恐らく、飯場頭は、ここでは独身者を別にすれば、組下の鉱夫に直接日用
品を販売していなかったように思われる。しかし、後にみるように、大正初期の福島炭砿では、世帯鉱夫に対する
飯場頭による日用品の販売（「仕送制」）が行われているのであって、決して飯場制度は、単身者に対してのみ仕送
一、自分儀貴砿を夫志願二付何卒御使役被成降度此段奉願上候也
明
治
四
拾
年
月
日
（、）
右
納
屋
頭
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（脳）
制を行っていたわけではない。入山や磐城の飯場制度の下で仕送制が行われていなかったかど為／か、今判定する資
（卿）
料を欠く。因に直轄制度が行われていた茨城無煙炭砿では「坑内夫一一〈現金売」しているのが注ロロされる。
次に飯場制度が廃止されたとする場合の真偽を問題にしておきたい。しばしば官庁統計や経営側の資料で主張さ
（Ｍ） 
れている飯場制度の廃止は名ロ回的であり、実質的には飯場制度が残っている、と指摘されている。確かにそうした
面が存在したし、一度廃止したものが後に復活することもあったであろう。しかし、必ずも名目的な変化でなく、〆
、
、
、
実質的な廃止、あるいは実質的な変化への過渡形態をなす変化も存在したのである。たとえば『鍍夫調査概要』に
よれば磐城炭砿では、「役宅長屋貸渡規定」を定め、職工長屋と区別される「一戸普通四坪一一シテ薄緑ヲ付シテ賞
１
９
、
、
（脂）
輿ス」る「鉱夫長屋」は、第一条として「本会社直接所属ノモノニアヲザレバ之ヲ貸与スルコトヲ得ス」（傍点引用
者）と規定され、飯場頭所属の鉱夫と区別された世帯持坑夫の直轄化が行われていたことが確認できる。あるい又、
昭和二年の磐城争議で問題になる組長制度というのがあるが、この制度と飯場制度の関連を問題にしておきたい・
後にふるように、明治一一一六年の入山採炭における争議に飯場頭と並んで組長なる者が活躍しており、すでに明治末
、
、
年に組長制度が存在していたことを示している。
ところでこの組長制度とは如何なるものであろうか。山ロ彌一郎氏によれば、「大正一一一年頃常磐地方では先づ採
炭関係の飯場制度を廃止し始め、これに代る組長制度を建てた」と指摘し、磐城炭砿の「宗像氏は当時一五○名の
（応）
坑夫を擁し、これを炭砿直轄に移し補償金六五○円を会社より受領している」と述べている。そして更に「組長ｊ⑧
坑夫の募集監督に常るのであるが、坑夫に對する権利なく、使役は直接會社が鴬り其募集の責務に對して入坑数に
比例し會社より一人一日五銭位の割合で手営を支給された。募集坑夫一一一○人以上擁するものは特に會社より定給と
して月一一一○回程の支給があり、一日五銭、’一一○人入坑すれば一回五○銭となり、其月額四五回、定給と合して七五
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（Ⅳ） 
回程度の収入となったｊものらしい」と指摘している。
組長制度の発生は山口氏の指摘より早いが、組長制度は、「炭坑と地域社会」の筆者らの指摘するように「飯場
（肥）
制度から現在の直轄制度へ移行する過度的形態」であると規定しうる。判もっとｊも、組長制度自体が各炭砿で、ある
いは時期に応じて、その機能が様念であったと思われるが、さしあたり、山口氏の指摘するように明治末期の典型
的な組長制度は、飯場制度の機能が著しく制限されたところの、資本の支配をより多く受けた労務管理の中間及至
末端機構であったといいうるであろう。すなわち組長制度は第一に坑夫募集の独自性を失い、資本の要請に応じて
坑夫を募集するにすぎない。第二に「使役は直接会社が瞥」るといわれているように、労働の指揮機能がほぼ完全
に失われている。第三に、入坑の督励と坑夫の大雑束な日常管理のみに対して手当が支給されていて、いわゆる飯
場経営がその手から失われているように思われる。
以上のように組長制度は、航荊一的な本来的な飯場制度ではなく一部飯場制度の機能を遂行するにすぎないその解
体過程にある過渡形態である。それは、資本が、直轄化した鉱夫を、まだ全面的に直接支配・管理する能力を欠い
、
、
たために、その機能を部分的に組長という元飯場頭や鉱夫中の実力者に委託させた制度にほかならない。
組長制度は、他の地方の炭砿でも駆られるが、その出現の契機は、納屋制度Ⅱ飯場制度改廃後であり、その機能
は、多岐にわたっているとはいえ、飯場制度Ｉ納屋制度の機能の制限及至は解体されたものである。組長制はたと
、
も
えば、一一○年代の一一一池炭砿では納屋制度廃止後の切羽労働の直接の指揮のための職場組織として行われている。そ
れは「十切葉以上を以って大組合とし」、「本社に於て本坑小頭を以て其組長に命じ」二、一一一切羽から選定される
（⑲） 
「総代人」を従一え「作業上の」「指図」をする労務管理のライン末端職制組織にほかならない。ここでは完全に納
屋制度の根蹟は失われておりへ組長は純粋な直轄制度に対応している。
168 
一方、北炭では組長制度は、明治二五年に採炭請負制度を伴う飯場頭の改組の後に出現しており、ここでは、採
（、）
炭舗負を廃止された後の、わたくしのいう後期納屋制度として、常磐における典型的な飯場制度であった。明治末
年から大正初期の常磐における組長制度は、上記二例の丁度その中間形態であり、その後、漸次直轄制度的なしの
（皿）
に変質していったと思われる。
さきに指摘したように、世活方制度も、すでに明治三五年頃に存在していたようである。これも組長制度と同様
の性格と傾向をもっていたが、ここでは立入らないことにしよう。
明治末期における飯場制度の孵造は、以上の如く簡単にしか明らかにならないが、大正中期については、次稿で
詳くし明らかにされる。それらをもって、明治中期から末期の飯場制度の構造は推測されうるであろう。
（１）『錨夫待遇事例』、二六三頁。
詳くし明らかにされる。
（１）『錨夫待遇事例』、
（２）同上、二六九頁。
（３）入山採炭では、雄
（３）入山採炭では、管見する限りの資料では、納屋頭、坑夫納屋という用語が多く、たとえば、大正一三年の同砿「鉱務所
一二年禦識資料」でも、飯場頭でなく「納屋頭」、「坑夫納屋」、「雑夫納屋」の用語が散見される。尚、同上資料は、現常
磐炭鉱株式会社が福島大学に寄贈した資料中のものである。
（４）『麟夫調査概要』、一○七頁。
（５）『錨夫待遇事例』、六六頁。
（６）『鍛夫調査概要』、二一一一三頁。
（７）山口『炭砿聚落』二七二’一一一頁。
（８）従って飯場制度を、もっぱら単身者の合宿所とみる隅谷氏らの見解は、飯場制度の成立期におけるその実態を無視し、
世帯鉱夫が直轄化されて、もっぱら単身者の承を包摂するようになる末期的形態の飯場制度を一般化する誤ったものであ
（９）「坑夫雇入し節契約証二関スル事」および「高島炭坑坑夫取扱手続」、『高島炭坑文醤』より。
ることがわかる。
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次に、常磐地方に何故に飯場制度が成立したかを、やや立入って検討しておきたい。周知のように、わが国の炭
砿においては、明治時代の産業革命期およびその後の近代的石炭業の発展の過程で、納屋制度Ｉ飯場制度といわれ
（１） 
る特殊な労働制度が成立し、普及し、独占資本主義段階においてさ』え、一部に根強く存在していた。その場合納屋
（、）『福島県史』嘔巻、三七七頁より引用。
（ｕ）この点について詳しくは、佐々木享「わが国の初期鉱業労働保護立法について」尊大『社会科学年報』第五号、を参
（⑫）山口氏も「飯場に於ては飯場頭が阪賢所より（日用品を１１引用者）受けて来て坑夫に渡し、それが一部掬取されてゐ
た」（『炭砿聚落』、二七五頁）と指摘している。また後に問題にするように、昭和初期に至っても入山採炭に残存してい
た飯場制度のもとでは仕送制度が残っていたことを会社の文書は示している。
（週）『錨夫調査概要』、
（Ⅲ）たとえば、山本勝
六
職
、
二
六
頁
参
照
（狙）『鍛夫調査概要』、
（咽）山口『炭砿聚落』、
（灯）同上、二七四頁。
Ｅ）「炭砿と地域社会‐
⑮）『日本労務管理年》
（卯）同上、六二’一一一百
五
）
大
正
期
に
組
頭
制
應
照
０ 『錨夫調査概要』、二三四頁。
たとえば、山本勝也、前掲卒
「炭砿と地域社会」、前編
『日本労務管理年誌』上
同上、六二’一一一百参照。
大正期に組頭制度というものも問題になるが、これも続稿で検討することにしよう。
一六頁参照。二
二
頁
。
二七三’四頁。
前掲早大『社会科学討究』、一二九頁。
｜上巻、六二頁。尚、同様のものが宮崎豊州炭砿にもふられる。『餓夫待遇事例』、二五八頁◎
前掲論文、前掲誌、二三頁。松島、間「Ｆ鉱業．Ｙ照鉱調査」、『社会科学紀要』、一九五六年第
170 
（２） 
制度はすでに指摘したように、一般的には二つの主要な根拠をＪもって必然化された。すなわち第一に、炭砿労働は
、
、
主として地下労働であるうえ、山間僻地において行われ、労働力の蕊一葉・確保が著しく困難であり、農民層分解の
緩慢であったわが国では、常に労働力が不足がちであったから、炭砿資本にとっては、納屋制度による労働力の強
圧的緊縛的な導入、確保が必要だった、ということである。第二に、労働市場の面からだけでなく、経営上の面に
根拠があった。すなわち、炭砿労働は主として産業革命後も手労働性と労働の分散性、多様性が著しく、労働の指
揮が複雑かつ困難であるため、しかも坑夫が地下労働を行う荒い気性をもっていたから、炭砿資本は、資本に代っ
て労働現場に詳しく、労働者を強圧的に指揮・監督しうる納屋頭ラインによる鉱夫支配機構が必要だったのである。
納屋制度は、こうして資本による労働の実質的包摂の下十分さを補完する装置として、特殊な生産関係の現象形態
常磐地方における飯場制度の成立の必然性も、ごく一般的に承れば、以上のことがそのままあてはまるだろう。
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まずはじめに常磐地方における飯場制度の成立の必然性を、労働市場の面から分折してふよう。
すでに糸たように、常磐地方における石炭業の発展は、明治一六年の磐城炭砿の設立をはしりとして、明治二一
年の山元Ｉ小名浜間の軽便鉄道の敷設を中間飛躍台とし、同三○年の常磐線の開設を産業革命の中軸として行われ
た。そこでは当然近代的炭坑労働力への急速かつ多大な需要が形成された。
第一九表に承られるように、常磐地方における炭坑労働力の集積は著しいものがある。明治二○年代の初めには、
一○○人であったものが、二○年代の未には数百人になっており、常磐線開設後は、急増して、石城側だけでも明
と
し
て
必
然
化
し
た
の
で
あ
る
。
171常磐地方における飯場制度の成立過程 治三七年には三、四七七人、茨城側を加えれば四○○○人近くなる。明治四二年には両地域合せて九、○○○人近
くの労働者を集積させた。それは、丁度明治三○年頃から労働者が約一○倍に増えたことであり、ほ苫毎年一○○
人近くの追加労働力が常磐地方に投下されたことである。しかし、炭砿に投下された鉱夫が、炭砿外へ転出する率
も少なくなかったであろうから、常磐地方に投下された労働力数は、集積された労働者数よりはるかに多かったこ
とであろう。
近代的炭砿を経営するためには、第一に、掘進、採炭、支柱、繰車を行う熟練坑夫、第二に、蒸気機関、電気の
運転士や各種の保修を行う営繕工、第三に、坑夫の募集、指揮、監督、更に日常的生活を管理する特殊な能力をも
つ中級下級の管理者や技師など基幹鉱夫が必要であった。
炭砿資本による労働需要は、まずこうした基幹労働力に対するものであったが、それらは、常磐地方の石炭業の
自然成長による拡大再生産によって充足されることは不可能であった。
すでに指摘ように、彼らは、先進的な九州の諸炭砿から、あるいは北海道の炭山や関東、東北の金属鉱山から供
第19表Ｖ#磐地方におけ
る鉱夫数の推移
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注前出表より
但し茨城側の大正2年
は『本邦重要鱗山要覧』
より作成
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給されなければならなかった。『日本炭砿行脚』は廷「常磐方面の炭坑には坑内の主要部には大抵九州の炭坑に居た
ものが多い。九州は炭坑の本場だけに矢張り本場の辛い所を一廻り廻った経験あるものでなければ坑内の主要部に
は間にあわないと慰琴る」と指摘している。また同時代人の薗部政治も明治二九年の入山採炭の高倉竪坑の開さく
に際して、「その驚異に値する轍新の事業には経験者を要するのが嘗然で、技術員、坑夫に至るまで全部先進業界の
九州地方から招聰したのであった」と指摘し、「この蛮勇をふるう九州坑夫と従順な地方人とは共に坑内稼ぎの出
来得など」とで、坑内坑夫は九州連で占領し坑外仕事は地方人であったという時代もあった。勿論営時の坑内は作
（４） 
業其の物に危険があって心蔵の強い九州人ならでは活動し得なかったかも知れない」と述べている。
しかし、九州はいかにも常磐地方から遠隔であり、坑夫移入にも相当の費用がかかったと思われる。そこで基幹
鉱夫の需要は、一方では形成されつつあった北海道地方の炭砿によって、他方では周辺の金属鉱山によって充足し
た。因みに常磐地方の周辺の金属鉱山の所在地を次頁に図示しておこう。
特に金属鉱山からの鉱夫の移入は、友子組織を通じて、常磐地方への流入として行われたが、その根拠として、
（５） 
炭砿の方が賃金が高く家族持は共稼できるという利点があった。
尚、先進地域からの坑夫の移入は納屋制度や飯場制度の移入を伴ったが、それは、納屋制度や飯場制度の移入が、
基幹鉱夫に限らず不熟練鉱夫の移入を容易にし、その後の鉱夫の統括を容易にしたからにほかならない。
新しい炭砿の設立に際しては、筑豊地方でも他炭砿の納屋頭をひきぬくことによって、一括して必要な労働力を集
い確保しているように、たとえば、大正五年に創立された福島炭砿なども、他炭砿の飯場頭を引きぬいて労働者
を集めている。「新鍍山で成るべくまとまった坑夫を集めようとすれば、飯場をつくるのが便宜である。或る鍍山
の飯場頭に渡りをつけて、其の飯場の坑夫全部をそっくり引取るか、そうまでゆかずとも、子分の気の利いた者を
１７３常磐地方における飯場制度の成立過程
、
鍵
北海道地域労｜
市場［
鱗
“ 
③ 
⑧薑；九州地域労働市場圏
柑磐地域労働市場圏
①日立⑥阿仁
②足尾⑦太良
③八茎③尾去沢
④佐渡⑨木坂
⑤院内⑩釜石
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新たに飯場頭として認めて、
三上徳三郎は指摘している。
（７） 
の逐年の数を増加」したと記してい》Ｃ・
以上のように、常磐地方又はその周辺郡県の貧農、日雇等が、常磐の炭砿に吸収されていったことは疑いない。
彼らを炭砿に追いやる背景が、農民層分解やそれを急激に押しすすめる冷害や凶作であったとすれば、直接彼らを
炭砿に誘引する契機は、農村の日雇賃金より炭砿賃金の方が高いことであった。
第20表主要炭砿鉱夫の出身地櫛成
（明治39年）
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それに坑夫の一部をつけて賀へる竜ご大正中期の常磐地方の一炭坑のルポを誓いた
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次に不熟練、未熟練労働力の供給についてぷて承よう。炭砿における労
働需要は、基幹鉱夫のほか、後山や運搬夫や雑夫の不熟練労働者や、基幹
鉱夫の予備軍としての多くの未熟練鉱夫からなっている。
一般に不熟練、未熟練の労働力は、県内外の炭砿周辺地域の腱村から集
められた。常磐における諸炭砿のうち、第二○表のように、県内出身者ば
り四割前後におよんでいる。
ょたしかに明治三○年代には、すでに農民層の分解が進行し、常磐地方に
！
 
”も過剰人口が形成し、資本への雇用を余儀なくされてきている。たとえば
繩『福島県是資料』（大正二年）峰「近代鍍山事業の発達と共に労働者の需
鐸要を増加するに至りたるが凶作相次き艇家疲幣し加ふるに物債著しく騰貴
ｒ
 したるを以て生計困難を極むるもの多く為めに鍼山労働事業に従事するも
程
に
坪
専
工
に
ォ
足
を
倍
け
錘五銭位にして、毎年』
成輝が生じたからである。
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こうした事態は、常磐地方および周辺の郡県の分解農民を炭砿に追いやる圧力を著しく軽減し、炭砿の側での労
働力不足を招来させる。炭砿にとっては、不熟練、未熟労働力の確保が困難になる。たとえば、磐城炭砿の内郷坑
では、明治三九年に「秋田、福島、宮城、山梨ノ各県下二公告郵便ヲ配付シ、又綴、湯本（この二地域は山元１－
引用者）ノ各停車場前一一掲示ヲ為シ約一千名ノ鉱夫ヲ｜雇入レタルコト」があったが、「鍍夫ノ多数〈逃亡又〈解傭
（胆）
ヲ申出豫期ノ結果ヲ得ルコト能ハサリキ爾後募集ヲ為シクルコトナシ」といわれている。この事実は、新規労働力
の募集・確保が如何に困難であったかを物語っている。
かくして新規労働力の募集・確保の機構として納屋制度Ⅱ飯場制度の必要が生じてくる。『鑛夫待遇事例』峰
たとえば明治一六年の磐城炭砿の掘進の日賃金が「弐拾銭内蛎〕であったのに対して》同じ頃の耶麻郡の農事通
（９） 
信員の報生ロによれば「諸職工日雇一人二付日賞金拾五、六銭乃至七、八銭」といわれている。また『磐城百年史』
の著者は、明治四○年頃の「一般労賃は四十銭程度だったｐ炭砿労務者（採炭夫）は一般労務者より五割程度高か
因黙にさきに引用した磐城炭砿の日野飯場支配下の鉱夫の平均賃金は五七銭であった。３
つた。……一般が四十銭とすれば採炭夫は五割増の六十銭後山夫は七掛の四○銭が普通であった」と指摘している。
しかｋ常磐地方における分解農民の炭砿への包摂は、必ずしも容易ではなかったと思われる。その主な根拠は、
福島県下においては、明治二八、九年から明治四○年代にかけて鍵蚕業の発展が承られ、石城郡内においても「盛
農菱蚕期等に於いて多少日雇男女需要の要する」に至り、「平町の如き都会の近傍にありては、鉱工業の勃興と共
に労力の不足を告げ、……養蚕業には山形、新潟、諸県より労働者入込承、農業の賃金は婦女子二十五銭男子四拾
（、）
五銭位にして、毎年七八月の候農蚕期に入れば女子四拾銭男子六七拾銭位に騰貴することを常となす」という事態
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以上のように、常磐地方における飯場制度の成立の必然性は、第一に、常磐地方の石炭業の確立過程に、まだ常
磐地方を中心とする地域的な炭砿労働市場が確立されていなかったため、それ故常磐地方の資本蓄積に柔あった基
幹鉱夫の需要を、すでに確立しつつあった九州を中心とする地域的炭砿労働市場や、関東、東北にわたる金属鉱山
（Ⅲ） 
労働市場を通じて充たさねばならなかった際に、その有効な方法として飯場制度が必要だったということである。
第二に炭砿では一般に地下の重筋労働という悪条件に加え、常磐地方の農民層分解が緩慢で、急速な資本蓄積に染
あって低廉かつ十分な不熟練、未熟練の労働力の供給が思わしくなかったので、九州の大炭砿では消滅しはじめて
いた納屋制度を、強引な新規労働の導入、確保の手段としてどうしても必要だった、ということである。
しかし、明治末年になると、常磐地方における炭砿の雇用関係に、一定の傾向が現われ、そこにわずかながら地
域的な炭砿労働市場の独自的な櫛造が形成されてくる。それは、第一に、常磐地方に、九州、金属山から移入した
基幹鉱夫が定着し、彼らの下で訓練されて新しい恒常的な鉱夫層が形成されてきた、ということである・第二に、
常磐地方における一定程度の鉱夫の集積のなかで、鉱夫の地域内の横断的な移動が生じてきているということであ
る。第一一一に、縁故や友人を頼って、不熟練の新規定労働力が、常磐地方及び周辺地域から独自に炭砿へ流入するよ
うになってきている、ということである。
今これらの点を少し詳しく染ておこう。
磐城炭砿の小野田坑の鉱夫雇入の方法として、「納屋頭ノ仲介を経テ傭入ル上モノト直接傭入ルムモノトニ方法ア
リーナ前者ノ場合二於ケル募集巽用〈納屋頭ノ負担ニシテ納屋頭ヨリ坑夫へ〈査費ヲ貸興へ稼高ノ内ヨリ漸次差引精
（旧）
算ヲナセリ」と記している。労働力不足は、こうして、納屋制度による誘拐的、緊縛的な坑夫の募集、確保を行な
わせたのである。
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六％にも及んでおり、更に炭砿での最低の熟練鉱夫の経験年数を示す四年以上勤続の鉱夫が一七・八％もいる、と
い
と
う
こ
で
あ
る
。
ほ
三
一
割
の
鉱
夫
が
文
句
な
し
に
基
幹
的
な
熟
練
鉱
夫
層
を
形
成
し
て
い
る
、
と
柔
る
こ
と
が
で
き
る
。
この四年以上勤続の鉱夫は、丁度明治三五年から就業しているわけだが、当時の常磐地方の鉱夫総数の四○○○
人近くのうちの四分の一強にも連しているのである。こうしてふると、先進炭砿からの鉱夫の定着と新規に坑夫に
なった労働者の熟練労働者化の傾向がみてとれる。しかも、鉱夫の移動率が高かったことを考慮すれば、同一企業
程での勤続が少くても、移動しつつ熟練を高めていく基幹鉱夫や移動しつつある旧来の基幹鉱夫の常磐地方への集積
錘はより多くなるはずである。
嚥家族持鉱夫の増大傾向も、恒常的鉱夫の形成を示す。貧農及び兼業農民の炭砿への出稼が、単身者であるとすれ
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場鍼の六割が妻勝者である。彼らの多くは、炭砿に定着し、恒常的な鉱夫となりまたなりつつあったと思われる。
鮒こうして、明治末年においては、農村から入ってきた労働者が、徐念に恒常的な炭鉱労働者として形成してきて
（崎）
泳いるといわなければならない。従って、山本勝也氏のように「労働者の大半を占めるのは近傍農村の農民であって、
錘しかもその家族もとも県農閑期には、炭鉱作業に従事し、播種収穫の季節になれば農業に復帰するという季節的
｛脳）
常なもの、又は日傭が多いことであると」ふることはできない・小炭砿ならいざ知らず大炭砿、主要な炭砿において
７
 
ｍさえ、鉱夫の半分以上が一挙にいなくなってしまうような雇用形態を容認しうるだろうか。鉱夫の半減が、その丈
178 
第21表主要炭砿における鉱夫勤続年数（明治39年）
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小野
内
重
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計 100.0 
注。『鑛夫待遇瀬例』より作成
第22表鉱夫の移動率
艮職率
入山
内郷
小野田
好間
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重内
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註１『鎖夫調査概要』より作成
２移動年の入退職率は鉱夫総数分の入退職労働者
入職率 退
明治4１年’ 4２ 4３ 明治4１年’ 4２ 4３ 
７７６６００００ ０●●□Ｐ●●● 句Ｉｏ』ＱＵｑ）△４ワゴロ）〈ＵＲ）、）ｏＰＤＦａ（、４忽１１１１ １１２ ２｜孔ＢＢ０１１別皿妬、⑲別０ ８ １ １１１ ７４６５４７６３ ●●●印●●●●躯鍋四妬町蝿函“１１１１ β’５１孔０２２記加⑬皿妬調７ ６ １ １１１ ｑ〉勺１へＵ（ｂ（ご（Ｕハリワ】□、●■●●●中６０４０６７６０ ６８２４６９４１ １１ １１２ 137.4 144.3 112.0 151.0 88.7 231.6 243.9 147.3 
（庁）
ま出炭の半減、利潤率の半減をきたすこうした雇用形態を、大資本の炭砿経営が、維持するわけがない。、もしそう
したことが可能なら、飯場制度など成立しなかったであろう。
次に、地域内の移動についてであるが、今それを端的に示す資料を欠くが、第二二表は、鉱夫の移動率を示した
ものである。勤続一年未満の鉱夫が過半を占めるということと同様に、鉱夫の出入が激しいことを示す・彼らの多
くが、兼業農家の余剰労働力であり、日雇や出稼であり、しばしば農繁期には炭砿から出て郷里に帰って鉱夫移動
率を高めていることは事実であろう。しかし、移動鉱夫の総べてがそうした出稼鉱夫であるわけではない・彼らの
なかには、基幹鉱夫や恒常化した鉱夫Ｐも含●まれている。彼らは、よりよい労働条件を求めて移動する、あるいは中
小零細企業では倒産や、切羽の縮小によって移動する。鉱夫の移動率の高さは、こうして常磐地方の炭砿内に坑夫
墨
の
移
動
が
生
じ
て
い
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
過立この点を示す資料をみてふよう。次の図は、常磐の三大炭砿の鉱夫数及びその他の中小炭砿の鉱夫と石城郡内の
成曄鉱夫数の変動を示した‐ものであるが、中小炭砿の鉱夫数は、明治四○年に一一一、二四二人から次年に九○二人‐も減少
制し、逆に一一一大炭砿では一、○一一人近く増えており、中小炭砿から一一一大炭砿への労働力の移動が読朶とれる。更に
場鞭中小炭砿では明治四二、三年に漸増したのに対応して、一一一大炭砿での鉱夫数の伸びは停滞している・今度は中小炭
鮒砿では明治四四年以降鉱夫数は絶対的に減少し、逆に一一一大炭砿での鉱夫数が伸びている。このように、一一一大炭砿は、
死中小炭砿からの鉱夫の吸収によって発展していることがわかる。
勢第一一一一一表はこの傾向を別の面からゑたｊい）のである。それは一一一大炭砿間で対前年度鉱夫増がかなり不均等で、時に
常は、一一一大炭砿の一つで鉱夫数が絶対的に減少し、その代り他の一一大炭砿で増加するという傾向さえ柔える。これは、
（ｕ） 
Ⅳ一二大炭砿間に鉱夫の移動が行われていることを示している。
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第23表福島側炭砿の対年度労働力数の増減
、
Ｌ｣ 
「
】
ＥｎＪＬ 
４ｔ 
｢1 
Ｍ 
孔］
｢福島県統計表」より作成（－はマイナス）
１ 
Ｉ 
]〔］
181常磐地方における飯場制度の成立過程
以上若干の資料から、明治の末年に常磐地方において恒常的な鉱夫の地域内の横の移動が行われ、ここに地域的
な炭砿労働市場が形成されてきている》」とがわかる。こうした地域的炭砿労働市場の形成は、労働力不足でありな
がら、労働条件の改善、その他労働力の定着策の実施によって、労働力の確保を容易にする。それは、一方では、
飯場制度の存立を不要にするのであり、他方では、飯場制度の改編をせまる条件でもあった。事実、明治年末に、
常磐地方の主要炭砿では、すでにみたように、一部の炭砿では、飯場制度の全面的廃止がみられ、他の炭砿では、
飯場制度を一部廃止し、直轄制度と飯場制度の併用がみられ、あるいは、飯場制度の崩壊過渡形態である組頭制度
への改編がふられたのは、労働市場のこうした構造変化に対応したものにほかならない。
（１）従って納屋制度Ⅱ飯場制度は、確かに隅谷氏などの指摘するように（同氏『日本賃労働史論』参照〉、原始的蓄積期
に形成されてくる原蓄期の特殊な労資関係の現象形態であるが、原蓄期以後にもみられる現象でもあることが留意され
（２）拙稿「高島炭坑における納屋制度の成立過程」、前掲『商経論集』第六号、五五頁。
（３）里見、清宮『日本炭砿行脚』、一○六頁。
（４）薗部政治『常磐炭砿誌』二一’二頁
（５）たとえば、『鏑夫待遇事例』（明治三九年）によれば、常磐地方の採炭坑夫の平均賃金は、六八銭であるが、東北地方
の金銀山での採鉱坑夫は、五二銭である。同上、五六’七頁。また金属鉱山では原則として坑内労働には女子は使用さ
れていないが、炭砿では後山が妻又は娘という例が多かった。
（６）三上徳三郎『坑夫の生活』、一八頁。
（７）『福島県是資料』下巻、六四七頁。このほか常磐地方に錆ける農民層の分解の状況については．『石城郡誌』（大正一
○年刊）、三一四頁、一一一三四頁、一五七頁参照。
（８）『明治工業史』鉱山篇、六九七頁。
（９）『福島県勧業報告』（明治一七年刊〉、二八頁。
なければならない。
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何
経
営
能
力
の
不
足
と
採
炭
様
式
の
遅
れ
次に、常磐地方における飯場制度の成立の必然性を労働部面から糸て承よう。納屋制度Ⅱ飯場制度の成立の必然
性のもう一つの根拠は、炭砿労働の手労働性、分散性、多様性が著しく、鉱夫が地下労働を行うために荒い気性を
もっていたので労働の指揮が複雑かつ困難で、鉱夫の強圧的な支配が必要であったということにある。、
（、）荒川禎三『石城百年史』、一一一三六頁。
（ｕ）『石城郡誌』、三二○頁。
（、）『鍍夫待遇事例』、二八頁。
（、）同上、一一一三頁。
、）この点を無視して、飯場制度をもっぱら「臨時夫的な未熟練労働力群を基盤とする非能率的な生産を制度的に支えて
い
た
」
と
ゑ
る
山
本
勝
也
氏
の
見
解
は
、
少
く
な
く
と
も
飯
場
制
度
の
成
立
期
に
関
し
て
は
、
一
面
的
で
誤
り
で
あ
る
。
同
氏
「
石
炭
産
業
と経奮労働Ｉｌ常磐地方炭懲についての一考察ｌ」、『東北経済』三二号、一Ｃ賞．
（巧）この傾向は、大正期になって一厨明確になるが、続稿で論じたい。
尼
）
前
掲
論
文
、
九
頁
。
（
、
）
「
九
州
・
北
海
道
か
ら
来
た
少
数
の
熟
練
労
働
者
が
先
山
に
い
る
他
は
、
労
働
者
の
大
半
は
か
か
る
縦
堆
腱
民
や
日
鮒
な
の
で
あ
る
」
と
み
、
新
た
な
恒
常
的
鉱
夫
の
形
成
を
無
視
す
る
山
本
勝
也
説
は
、
必
然
的
に
飯
場
制
度
の
下
で
の
炭
鉱
経
営
に
つ
い
て
次
の
如
き
評
価
を
も
たらす。「駄的には大規棋経営のそれでありながら、質的には極めて劣弱な労働力を蕪盤として、非能率的な生産が約半
世
紀
の
長
き
に
亙
っ
て
続
け
ら
れ
て
い
た
」
と
（
前
掲
論
文
、
九
頁
）
。
し
か
し
飯
場
制
度
の
下
で
も
、
そ
れ
が
必
要
条
件
を
よ
く
充
し
て
い
る
場
合
は
、
資
本
に
と
っ
て
は
生
産
力
の
発
展
を
保
障
す
る
よ
き
制
度
な
の
で
あ
っ
て
、
後
に
実
証
す
る
よ
う
に
、
明
治
求
年
の
鉱
夫
一
人
当
り
出
炭
高
は
、
不
熟
練
鉱
夫
が
大
殿
に
投
下
さ
れ
た
大
戦
下
ブ
ー
ム
の
際
よ
り
は
る
か
に
商
か
つ
た
の
で
あ
る
。
飯
場
制
度
を
封
建
制
度
と承る観点は、資本による飯場制度を通じて組織される生産力の高さを思いおよばないのである。
荒川禎三『石城百年史』、一一一三六頁。
『石城郡誌』、三二○頁。
『鍍夫待遇事例』、二八頁。
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これらの根拠を根本的に止場するのは、採炭過程における機械化にほかならないが、切羽の機械化、すなわち採
炭におけるコール・カッター、切羽からの石炭の運搬におけるコンベアー等の導入は、大正の戦後恐慌から昭和以
降のことであり、本格的には戦後のことである。
とはいえ、炭坑における手労働性、分散性、多様性をある程度止場する技術過程における変革は、切羽の集約、
労働条件の均等化をもたらした長壁式採炭法の導入である。いわゆる近代的炭砿の成立は、残柱式あるいは房柱式
採炭法によって行われたが、それは、切羽の分散、労働条件の多様性等が著しく、労働の指揮の複雑さと困難さを
招来し、資本はそれを納屋制度の導入によってカハーした。したがって長壁式採炭法は、一切羽を巨大化し、これ
まで分散していた労働者を一ヶ所に集中させ、労働の指揮、監督を容易にし、労働市場の確立を背景にして、納屋
制度Ⅱ飯場制度の存立基盤を稀薄にするものであった。
事実、わが国での長壁式採炭法の導入は、早くて明治三○年から行われ、大正期には一般化していき、丁度、納
屋制度の一般的な廃止傾向に対応している。しかし一部の大炭砿においては、長壁式採炭法の採用以前に、残柱式
採炭法の下で納屋制度が廃止されるという傾向もみられた。
こうした点を考慮しつつ、常磐地方における飯場制度の成立の必然性をみると、二、三の特徴的傾向が魂られる。
すなわち、第一に、常磐地方においては、明治年代末までに、茨城県側では、地質上の理由で長麟式採炭法が並及
し、恐らく茨城側でも近代的炭砿の成立とともに成立したであろう飯場制度が廃止されている一方、石城側では、
残柱式採炭法の下で飯場制度が維持されている、という点である。
『明治工業史』の指摘しているように、「常磐一帯を通じ、明治二十九年以来、採炭方式漸次秩序的に傾き、北
部地方（すなわち、石城郡一帯ｌ引用箸）腫於いては多く慧式法に癖」り、これに対して、茨城県側臓「殆ん
184 
そして炭砿資本は、たとえば茨城無煙のように、「鍍夫取締及世話方を置き、本砿の命を傅ふると共に、日灸鍍
夫の疾苦を訪い、就業を奨勵する等、常に専ら意志の疎通を固り、並坑夫の保護に任ぜしむるが故に、嘗て回満を
（６） 
畝きたてることなし」といわれている。
一方、磐城側においては、一般に飯場制度が存在しいたことは、残柱式採炭法の採用という点に一つの根拠をも
っている、と糸てよいだろう。 （１） 
どパネル式前進長壁法に擦りて採炭」している。その根拠は、当時の技術水準では、二つの採炭法の選択基準が炭
（２） 
層の「層厚」によって「決定せられた」のであり、「四尺以上は炭柱式これ以下は長壁式に適」していた、という
（３） 
ことにある。かくして「磐城方面は炭層厚く、主に残柱式に擦り」、「茨城方面は、炭層簿く多くは長壁法に擁」る
という』」とになっている。
こうして、明治末年には、すでに茨城側の主要炭砿では飯場制度を廃止し、直轄制度をとったのは、形成されつ
つあった常磐地方の炭砿労働市場と、長壁式採炭法による労働の分散性、多様性をある程度克服し、労働の指揮の
単純化、容易化を背景に、飯場制度による中間搾取を伴う労働者の支配統括機織が資本にとって不要のものとなっ
ていたからにほかならない。（５）
（４） 
高野江蕪太郎は、明治四一年に茨城無煙において「鏑夫は総て直轄制度を採ｈ／」、茨城採炭の重内坑においてｊも、
「使役者は全部曾社の直轄と為し」ている、と報告している。
尚、直輔制度をとっている炭砿の賃金は、飯場制度をとっている磐城側の賃金より若干高いことが注目され、常
磐地方の炭砿労働市場の形成を背景に、飯場制度に依存することなく、鉱夫の募集と確保が可能だったことを示唆
している。
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第25表坑夫平均賃金
比較
第24表採炭夫の賃金比較 (明治39年）(明治43年）
LIi 股低｜平均 小野田内郷
入山
王城
好間
74銭高
5９ 
６５ 
５８ 
７５ 
磐城炭砿 小野田坑
内郷坑
無煙
重内坑
1円61銭’３２銭 収健
究
回
臥
一
町
1．３２ ３２ 
茨城
茨城採炭
88銭
2．０５ 4０ ９７ 
Ｅ_量
り作成
鍍夫待遇事例
6５ 
８６ 
高野江『日本炭砿誌』224頁，305頁，313頁より成
作 ｒ
よ 』６０頁
その際に二つの点が留意されなければならない。第一に、好間炭砿に
典型的に染られるように、企業の設立が比較的新らしく、資本が独自の
経営管理、労務管理の経験、能力に乏ぼしい場合は、飯場制度への依存
が全面的におこなわれ、鉱夫は一部の職工を除いてほ壁全面的に飯場制
度の下に包摂されて、直轄制度はみられない、ということであるＰ因み
に好間炭砿は、明治一一一七年から創業していたが同四三年に正式に創業し、
他の二大炭砿が明治三○年代末に大炭砿として確立したのとは違ってお
り、従って、ここでは明治末期から大正中頃に至ってさえ飯場制度への
かなりの依存がみられる。あるいは、大正期に新しく創立された炭砿で
もたとえば福島炭砿に典型的に糸られるように、飯場制度への依存度が
高い。こう
し
た
傾
向
は
、
残
柱
式
採
炭
法
の
下
で
、
資
本
が
、
炭
砿
経
営
に
経
験
が
乏
しい場合には、飯場頭ラインによる鉱夫の募集、指揮、日常生活管理の
体
制
に
全
面
的
に
依
拠
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
こ
と
を
物
語
っ
て
い
る
。
第二の点は、磐城、入山等すでに炭砿経営に経験を積んだ諸炭砿では、
一
部
直
轄
制
度
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
の
、
ま
だ
飯
場
制
度
が
大
な
り
小
な
り
残
存
し
て
い
る
場
合
で
あ
る
。
炭
砿
は
、
労
働
力
不
足
に
加
え
労
働
移
動
率
の
著
し
い
な
かで、鉱夫の定着策として、企業内福利厚生策の実行に努めている。特
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こうして、飯場制度は常磐地方において明治末年にいたってもかなり存在し、大正期にも残存することになる。
以上のように、本稿では、限られた資料をもとに、常磐地方における飯場制度の成立過程をゑてきた。続稿でわ
れわれは、大正期の労働市場の確立と炭砿の合理化の過程で、一方では飯場制度が廃止され変質していく過程を分
折
す
る
と
同
時
に
、
他
方
で
は
そ
の
際
に
、
本
稿
で
は
十
分
明
ら
か
に
な
ら
な
か
っ
た
飯
場
制
度
の
構
造
を
詳
し
く
分
析
す
る
こ
と
に
柔
順
な
鉱
夫
を
別
に
す
れ
ば
、
地
下
童
筋
労
働
に
よ
っ
て
激
し
い
労
働
に
耐
え
て
い
る
鉱
夫
の
支
配
に
は
、
資
本
主
義
の
か
な
り
の
発展した後にも、飯場制度という独自の労働者総括機構が必要であり、資本は、しばしば低賃金と搾取強化の手段
としてそれを利用してきたのであった。それは封建制度というにはあまりにも露骨な資本主義の精神を体現した搾
取制度である。
こ
う
し
て
、
鑓
へ７）
に
家
族
持
鉱
夫
の
定
着
に
期
待
し
、
小
学
校
を
建
て
た
り
し
て
い
る
。
こ
う
し
て
定
着
性
の
あ
る
鉱
夫
層
の
形
成
は
、
飯
場
制
度
に
よ
る炭砿への緊縛も、暴力的な労働強制もその必要性を薄くし、鉱夫の素向を糸て直轄化し、資本による直接的な支
配の下におくことが可能となってきている。
一方、定着性の乏しい、特に単身者鉱夫の取締りは、資本にとって苦心の種であった。たとえば、磐城炭砿が明
治三○年当初九州方面より募集した坑夫は、「其の待遇が最初の契約に反せりとて、怠業に次ぐに乱暴を以って」
（８） 
したり、「人触るれぱ人を斬り馬触るれぱ馬斬るの慨があった」り１）たが、こうした気性の荒い鉱夫を支配するの
には、しばしば博徒、無瀬漢の親分と同視されたりしている坑夫中の腕力、採炭能力、組織指導力等にすぐれ、配
下に小頭、人繰を従え、逃亡者や反抗者を抱禁し抑圧する暴力機構をそなえもっている飯場頭の機能を必要とした
し
よ
う
。
のである。
187常盤地方における飯場制度の成布週程
稲の作成にあたって、
意を記しておきたい。
（８） 
付
記 〆■､’￣、デヘグー、〆戸、′白、戸、
７６５４３２１ 
，－'、＝､－’旦一、￣～夕、-ゴ
本稿の作成にあたっては昭和四五年度法政大学特別研究助成金を受けた）」とを記しておく。更に、本稿及び純
の作成にあたって、常磐炭砿株式会社寄贈になる福島大学所蔵資料の閲覧機会をえた。ここに関係者各位に謝
同上、一一一一三頁。
郷土史家の菊地康雄氏は、明治三○年代の話として「入山採炭株式会社は坑夫募集の方針として初めは独身者を採用
していたのであるが、移動がはげしいので、夫婦者を採用する様に改めた。夫婦者には子供があるし、親が居る者もい
る。子供を収容する学校や、親達のお参りする寺が必要になってくる。……入山採炭株式会社には学校もあるし、噸本
願寺の説教所があると宣伝したので、同社は坑夫募集には他炭砿よりいつも優位に立ち、近隣の炭砿から坑夫が移って
来た」という。同氏「炭砿に於ける私塾の創立と発展の一例」、前掲誌、二五頁。
前掲「裏面史」、二三頁。
『明治工業史』鉱山篇、七○二頁。
厚見利作『麓用採炭学』、一三一一一頁。
『明治工業史』鉱山篇、七○二頁。
高野江基太郎『日本炭鑛誌』、三一三頁。
同上、三○六頁。
